2016年9月9日～10日
戦争法強行から1年、共謀罪合意へ公明党、北朝鮮核実験、民進党代表選挙、公明党代表に山口再選、ASEAN首脳会議、アジア政党会議、社民党全国代表者会議、高江・重機輸送を自衛隊ヘリで、10代投票率、戦争展後援辞退、「9の日風船飛ばし」、川内原発、社説（「沖縄…」愛媛、琉球新報、沖縄タイムス、「北朝鮮核事件」朝日新聞デジタル、読売新聞、毎日新聞、日経新聞、産経新聞、しんぶん赤旗、「民進党代表選挙」朝日新聞デジタル、）、櫻井よしこ妄言
しんぶん赤旗2016年9月10日(土)

戦争法廃止・立憲主義回復　各地の行動予定　（中）

　戦争法の成立強行から１年。北海道・東北、関東、北陸・甲信越、中国地方の行動予定を紹介します。四国、九州・沖縄地方は１１日付の予定。東海、関西地方は９日付で紹介しました。

北海道･東北

　【北海道】

　◆１７日、根室市の西浜町ショッピングモール前。街頭アピール行動。午後１時。主催＝戦争させない・９条壊すな！総がかり行動根室実行委員会。

　◆１９日、札幌市の大通西３丁目。戦争をさせない総がかり行動。午前１１時。デモは１１時４０分。主催＝戦争をさせない北海道委員会。

　◆１９日、石狩市民プール２階ホール。安保法制廃止―憲法「改正」を許さない市民集会。講師＝弁護士の神保大地さん。参加費２００円。主催＝石狩　平和を守る市民の会。

　◆１９日、函館市の大門グリーンプラザ。戦争をさせない道南総がかり行動。午後１時。集会・パレード。主催＝戦争をさせない道南総がかり行動。

　◆１９日、旭川市役所前広場。「『戦争法』廃止！憲法改悪阻止！総がかり行動　ｉｎ　ＡＳＡＨＩＫＡＷＡ」集会、デモ。午後１時。呼びかけ団体＝あさひかわ九条の会、あさひかわ東地区九条の会、あさひかわ西地域九条の会、A．F．M．A．。

　◆１９日、帯広中央公園。「９・１９行動ｉｎとかち」集会、デモ。午後１時。呼びかけ＝憲法共同センターとかち。

　◆１９日、北見駅前。戦争法廃止アピール行動。午後１時。リレートークとスタンディング。主催＝北見革新懇。

　◆１９日、釧路駅前。ネバーギブアップ釧路行動。午後１時。主催＝戦争させない・９条壊すな！釧路行動実行委員会。

　◆１９日、小樽駅前。自由と平和の小樽アクション。宣伝・署名行動。午後１時。主催＝９条小樽ネット。

　◆１９日、室蘭市の中島アイランド。９・１９憲法改悪を許さない市民共同行動。リレートーク、パレード。午後２時。主催＝いらない戦争法！西いぶりの会。

　【青森】

　◆１９日、青森市の青森駅前公園。総がかり国会前行動連帯・東北一斉アクション「戦争法廃止！憲法改悪は許さない！」青森集会・パレード。午後０時１５分。主催＝県九条の会など１２団体。

　◆１９日、弘前市の弘前駅前リンゴ広場。「憲法改悪を許さない市民共同行動」集会・パレード。午後４時。主催＝津軽９条の会。

　◆１９日、八戸市の三日町交差点。スタンディング。午後１時半。主催＝戦争法廃止を求める三八連絡会。

　◆１９日、五所川原市のエルム五商高側信号前。街頭宣伝。午後２時。主催＝西北五９条の会。

　【岩手】

　◆１６日、盛岡市のもりおか歴史文化館前。デモ行進。午後５時。主催＝２０００万署名岩手の会。

　◆１９日、盛岡市のななっく前。街頭リレートークと署名行動。午後０時１５分。主催＝岩手県革新懇。

　◆１９日、一関市文化センター母子像前。地区集会とパレード。午後６時。主催＝戦争法廃止両磐実行委員会。

　【宮城】

　◆１９日、仙台市の元鍛冶丁公園。「ＳＴＯＰ！安保法制・戦争する国づくり　９・１９市民集会＆アピール行進」。午前１１時半。主催＝安保法制廃止みやぎネット、オールみやぎの会、安保法制の廃止を求める女性議員・元議員有志の会。

　◆１９日、仙台市のエル・パーク仙台６階ギャラリーホール。講演会「戦争を止めよう！心の安心、いのちの安全を」。午後２時。主催＝婦人民主クラブ県支部協議会。

　◆１９日、仙台弁護士会館４階。緊急講演会「超危険な自衛隊東北方面隊　南スーダンＰＫＯ派遣」｡午後4時半｡主催＝オールみやぎの会など。

　◆１０月２日、仙台市の市民活動サポートセンター６階セミナーホール｡講演会｢『安保法制』でどう変わるの自衛隊？どこに向かう？日本」。午後１時半｡主催＝｢女の平和｣ピースアクションみやぎ。

　【秋田】

　◆１９日、秋田駅前アゴラ広場。「戦争法廃止！９・１９秋田県民集会」。集会後デモ。午後１時半。主催＝戦争させない・９条壊すな！総がかり行動秋田県実行委員会。共催＝安保法制（戦争法）廃止・立憲主義の回復を求める秋田ネット。

　◆１９日、大館市のいとく前。「戦争法を廃止しようリレートーク」。午前１１時。主催＝総がかり行動大館実行委員会。

　◆１９日、大館市中央公民館第１・２研修室。「戦争法を廃止しよう学習集会」。午後１時。主催＝総がかり行動大館実行委員会。

　【山形】

　◆１８日、鶴岡市勤労者会館。「戦争させるな・９条壊すな！戦争法廃止を求める市民集会」。集会後デモ。午後５時。主催＝戦争法・秘密保護法廃止、憲法改悪を許さない市民集会実行委員会。

　◆１９日、山形市の大沼デパート前。戦争法廃止を求める街頭宣伝署名行動。午後１時。主催＝戦争法廃止を求めるやまがた県民の会（戦争やんだ！県民の会）。

　◆１９日、山形市のほっとなる広場。「戦争法廃止！憲法改悪阻止！デモ行進」。午後２時１５分。主催＝戦争法廃止山形県民運動実行委員会。

　◆１９日、米沢市営プール東側広場。「戦争法廃止！憲法改悪は許さない！９・１９置賜集会」。午後２時。集会後デモ。午後３時半から勤労者福祉会館前で座り込み行動。共催＝置賜３地区平和センター、置賜地域各「９条の会」、「戦争やんだ！おきたまの会」。

　◆２０日、ＪＲ寒河江駅前広場。「戦争法廃止、憲法改悪反対を訴えるパレード」。午後６時。その後６時４０分から寒河江市ハートフルセンター２階ホールで「９・２０戦争法廃止！憲法改悪を許さない西村山集会」。主催＝「戦争法廃止！憲法改悪を許さない西村山地区集会実行委員会」。

　【福島】

　◆１８日、ＪＲ福島駅前。「安保法強行一周年抗議　市民と野党の合同街頭集会」。午後２時。民進党・増子輝彦参院議員、日本共産党・高橋千鶴子衆院議員、社会民主党・紺野長人県連代表があいさつ。主催＝安全保障関連法に反対するふくしま県市民連合。

　◆３０日、福島市民会館第２ホール。「憲法を知ろう」市民講演会。講師＝伊藤真弁護士。午後６時半。主催＝福島県弁護士会。

関　東

　【茨城】

　◆１９日、水戸市のＪＲ水戸駅北口（水戸黄門像前）。「茨城県民共同アクション　９・１９トーク＆パレード」。午後４時半。主催＝戦争法の廃止を求める茨城県民連絡会、戦争法廃止・立憲主義の回復を求める茨城県市民連合。

　◆１９日、つくば市の中央公園。「安保法制の発動を許さない９・１９つくば集会とパレード」。午後２時。主催＝戦争する国づくりＮＯ＠つくば実行委員会。

　◆１９日、取手市のＪＲ取手駅西口。戦争法廃止！取手駅西口前行動。午後１時半。主催＝戦争させない・９条壊すな！総がかり取手行動実行委員会。

　【栃木】

　◆１９日、宇都宮市の東武宇都宮駅北口周辺。戦争法強行成立に抗議するパレード。午後２時。主催＝栃木県民ネットワーク。

　◆１９日、宇都宮市の東武宇都宮駅北口周辺。宣伝行動。午後４時。主催＝宇都宮市民の会。

　【群馬】

　◆１７日、高崎市のＪＲ高崎駅西口。「安保関連法可決から一年『わたしたちに安保はいらない』」。午後１時。主催＝安保関連法に反対するママの会＠ぐんま。

　◆１７日、高崎市の高崎城址公園。「戦争法強行採決１カ年　９・１７群馬大集会」。午後３時。主催＝群馬県憲法共同センターなど。

　◆１９日、沼田市のセキチュー沼田店前。街頭宣伝。午前１１時。主催＝戦争させない利根沼田実行委員会。

　◆２７日、桐生市のＭＥＧＡドン・キホーテ桐生店前。街頭宣伝。午後４時。主催＝桐生地区大運動実行委員会。

　◆１９日、街頭宣伝。東吾妻町のＪＲ群馬原町駅北交差点で午後２時。中之条町の松見橋交差点で午後２時４５分。草津町のスーパーもくべえ前で午後２時。長野原町の大津交差点で午後３時。主催＝憲法を生かす吾妻連絡会。

　◆１９日、スタンディングアピール。伊勢崎市のオートレース場入り口交差点で午後１時。玉村町の３５４バイパス沿い玉村ダンススクール付近で午後４時半。主催＝伊勢崎佐波憲法共同センター。

　【埼玉】

　◆１０日、さいたま市の県民健康センター（県庁隣）大会議室Ｃ。立正大学教授の金子勝さんの講演、パレード。午後１時半。主催＝戦争ゆるさない女性のレッドアクションｉｎさいたま。

　◆１１日、朝霞市の北朝霞駅前広場。さよなら原発・戦争法パレード・あさか。午後１時半。主催＝さよなら原発・あさか実行委員会、戦争法に反対するオール朝霞。

　◆１９日、草加市の勤労福祉会館ホール。東京大学教授の小森陽一さんが講演。午後３時半。主催＝安保関連法廃止をめざすオール草加総行動の会。

　◆１９日、さいたま市のＪＲ東浦和駅前。宣伝。午後１時。主催＝安保法制廃止オール緑区の会。

　◆２１日、越谷市の中央市民会館劇場。市民と政党のオープントーク。午後６時１５分。主催＝戦争法廃止！オール越谷市民アクション。

　【千葉】

　◆１９日、ＪＲ柏駅前。宣伝。午後２時。主催＝９条の会など。

　【東京】

　◆１６日、千代田区の弁護士会館２階講堂クレオ。シンポジウム「安全保障関連法と特定秘密保護法による立憲主義・民主主義の危機」。午後６時。東京大学教授の石田勇治さんが基調講演。元内閣官房副長官補の柳沢協二さん、ジャーナリストの青木理さん、情報公開クリアリングハウス理事長の三木由希子さんによるパネルディスカッション。主催＝東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会。共催＝日本弁護士連合会など。

　◆１７日、ＪＲ八王子駅北口。ノー・ウォー八王子アクション。午後３時から宣伝・リレートーク。４時半からパレード。主催＝戦争をさせない八王子市集会実行委員会。

　◆１８日、小金井市の武蔵小金井駅南口。「私たちはあきらめない！憲法違反の『安保法制』強行採決から１年　夕涼みピースアクション」。午後４時から駅前アピール。５時１０分からピースパレード。発着場所は本町カツラ公園。主催＝こがねいピースアクション２０１５実行委員会。

　◆１９日、練馬区の西武池袋線石神井公園駅前。宣伝。正午。主催＝戦争法ノー練馬実行委員会。

　◆１９日、ＪＲ三鷹駅北口と南口。宣伝。午後１時。主催＝日本共産党武蔵野・三鷹地区委員会。

　◆１９日、ＪＲ町田駅北口デッキ。宣伝。午後１時。主催＝戦争はごめん！まちだ市民連絡会。

　◆１９日、ＪＲ昭島駅北口。宣伝。午後４時。主催＝戦争立法許さない総がかり昭島市民の会。

　◆２２日、日野市生活保健センター。「日野の街から再び平和の声を」学習と交流のつどい。午後２時。主催＝戦争はいやだ！平和憲法守ろう！日野の会。

　◆２７日、有楽町駅前交通会館付近。安全保障関連法廃止に向けた街頭宣伝。午後５時半。主催＝第二東京弁護士会。

　◆１０月６日、北区ＪＲ王子駅前の北とぴあ・さくらホール。「戦争法廃止！憲法をいかそう！―さらなる広がりを求めて」総がかり行動シンポジウム。午後６時半。パネリストは高野孟さん、中野晃一さん、渡辺治さん、大沢真理さん。主催＝戦争させない・９条を壊すな！総がかり行動実行委員会。

　【神奈川】

　◆１６日、横浜市青葉区の青葉台公園。「戦争法は廃止に　９・１６ちょうちんデモ」。午後６時。主催＝戦争法廃止　緑・青葉・都筑区連絡会。

　◆１９日、横浜市金沢区の金沢八景駅前。署名宣伝。午後１時。主催＝「戦争法廃止金沢共同行動実行委員会」。

　◆１９日、横浜市金沢区の金沢文庫駅東口。署名宣伝。午後１時。主催＝戦争法廃止金沢共同行動実行委員会。

　◆１９日、横浜市金沢区の能見台駅からイトーヨーカドー能見台店までの路上。署名宣伝。午後１時。主催＝戦争法廃止金沢共同行動実行委員会。

　◆２０日、横浜市鶴見区の鶴見駅西口モール街。ストップ戦争法アクションパレード。午後６時。主催＝「ストップ戦争法、アベ政治を許さない鶴見区の会」。

　◆１９日、ＪＲ川崎駅東口。宣伝。午後１時。主催＝日本共産党川崎南部地区委員会。

　◆１９日、横須賀市の横須賀中央駅前Ｙデッキ。宣伝。午前１１時。主催＝日本共産党三浦半島地区委員会。

　◆１９日、ＪＲ湯河原駅前（湯河原町）。戦争法廃止のトークとスタンディング。午後２時。主催＝戦争ＮＯ！戦争法の廃止を求める湯河原・真鶴・泉の会。

　◆２４日、横浜市神奈川区の反町公園。憲法大集会「安全保障関連法制定１年　立憲主義を取り戻そう！」。午後２時。学習院大学大学院教授の青井未帆さん、神奈川新聞社報道部デスクの石橋学さん、東京新聞論説委員の半田滋さん、法政大学教授の山口二郎さんほか。主催＝神奈川県弁護士会。

北陸・甲信越

　【新潟】

　◆１９日、新潟駅前石宮公園。「戦争法廃止！全国いっせいアクション」集会、パレード。正午。主催＝総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、上越市のかに池公園。スタンディング・レッドアクション。午前１１時。主催＝上越９条の会。

　◆１９日、十日町市のジャスコ前。スタンディング＆トーク。午後４時。主催＝十日町９条の会。

　◆１９日、魚沼市の原信前。スタンディング。午後４時半。主催＝総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、湯沢町のスーパーノグチ前。スタンディング。午後０時半。主催＝湯沢９条の会。

　◆１８日、小千谷市の本町交差点。スタンディング。午後４時。主催＝小千谷９条の会。

　◆１９日、燕市のイオン県央店前。戦争法廃止街頭宣伝５カ所。午前１０時。主催＝平和をつなぐ県央市民の会。

　◆１９日、新発田市のウオロク緑町店前とコモタウン前。スタンディング。午後２時。主催＝安保法制廃止をめざす市民の会。

　◆１９日、胎内市役所前。スタンディング。午後１時半。主催＝総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、長岡市のアオーレ前。スタンディング・宣伝。午後１時。主催＝長岡憲法センター。

　◆１９日、柏崎市の原信岩上店前。街頭宣伝４カ所。午前１０時。主催＝戦争を許さない柏崎刈羽の会。

　◆１９日、糸魚川市役所前公園。集会・パレード。午後４時半。主催＝糸魚川憲法センター。

　【富山】

　◆１７日、入善町の明文堂書店前。戦争法廃止スタンディング。午後４時。主催＝戦争法制に黙っとられん会富山。

　◆１８日、富山市の旧ガスト中島店前。戦争法廃止宣伝。午後２時。主催＝戦争法ストップ北部アクション実行委員会。

　◆１９日、富山城址公園芝生広場。「戦争法発動ＮＯ！アベ改憲を許さない！富山県民集会」。午後２時。主催＝「戦争する国」づくり反対共同行動実行委員会。

　◆１９日、富山市のグリーンバレー前。戦争法廃止宣伝。午後１時半。主催＝日本共産党上婦負委員会。

　◆１９日、黒部市の黒部メルシー前。戦争法廃止スタンディング｡午後4時｡主催＝戦争法制に黙っとられん会富山。

　◆１９日、高岡市のイオンモール高岡前。戦争法廃止スタンディング。午後２時。主催＝日本共産党高岡市委員会。

　◆２８日、富山市のサンフォルテ富山県民共生センター・ホール。憲法問題講演会～憲法と安全保障法制。午後６時。主催＝富山県弁護士会。

　【石川】

　◆１４日、金沢市のいしかわ四高記念公園。「戦争法廃止の昼デモ」。武蔵ケ〓までデモ行進。午後０時５０分。主催＝石川憲法会議。憲法改悪反対石川県共同センター。

　◆１９日、金沢市の竪町小公園。「戦争を許さないピーステント」。リレートーク、座り込み、パネル宣伝など。午後４時。主催＝「戦争法廃止！憲法改悪阻止！」を呼びかける８団体。

　【福井】

　◆１９日、福井市の中央公園。「あの怒りを忘れない！強行採決１周年９／１９行動」集会、パレード。午後３時。主催＝戦争する国づくり反対！福井総がかりアクション。

　◆１９日、越前市の千代鶴橋。スタンディング宣伝。午後１時。主催＝戦争法廃止丹南市民の会。

　◆１９日と２４日、敦賀市の平和堂アル・プラザ敦賀店前。宣伝。いずれも午前１１時。主催＝戦争法廃止を求める敦賀の会。

　◆２５日、坂井市の西瓜屋ふれあい会館。憲法カフェ。午前１０時。主催＝丸岡・９条の会。

　◆２７日、坂井市の東十郷コミュニティセンター。憲法カフェ。午後７時。主催＝坂井町９条の会。

　【山梨】

　◆１９日、甲府駅南口。「あの悔しさ忘れない…戦争法の強行採決から１年　９・１９レッドアクション」。スピーチ、スタンディング。午後０時１５分。主催＝新日本婦人の会山梨県本部。

　◆１９日、甲府市のぴゅあ総合大研修室。集会「戦争法強行から１年・参院選後の情勢」。講演(1)「南スーダンの現状と駆けつけ警護」日本国際ボランティアセンターの清水俊弘さん。講演(2)「自民党改憲草案の本質と緊急事態条項」山梨学院大学名誉教授の椎名慎太郎さん。午後２時。主催＝戦争させない・９条壊すな！山梨行動実行委員会。

　◆１９日、上野原市役所前交差点。スピーチ、スタンディング。午後５時。主催＝戦争法ストップ　上野原行動実行委員会。

　◆２４日、甲府市の山梨県立図書館２階多目的ホール。憲法シンポジウム。濱田邦夫弁護士による講演など。午後６時２０分。主催＝山梨県弁護士会。

　【長野】

　◆１９日、長野市の上千歳広場。戦争させない！９・１９集会・デモ。午前１０時半。主催＝戦争させない！９・１９実行委員会。

　◆１９日、佐久市民交流ひろば。「戦争法廃止！９・１９佐久集会＆アピール」。午後４時。集会後、街頭でアピール行動。主催＝ピースアクション佐久。

　◆１９日、上田駅前広場。「９・１９トーク＆スタンディング」。午前１０時からリレートーク、１０時半からスタンディング。主催＝ＰＥＡＣＥ　ＡＣＴＩＯＮ。

　◆１９日、坂城町の喫茶店おきらく。「さかき９・１９憲法カフェ」。午後１時半。主催＝坂城町９条の会。

　◆１９日、岡谷市の蚕糸公園。市民アピール集会。午後４時。主催＝安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める岡谷市民連合。

　◆１９日、下諏訪町の諏訪共立病院前。「９・１９を忘れない集会ＩＮしもすわ」。午後１時半からスタンディング、２時から語るつどい。主催＝実行委員会。

　◆１９日、松本駅前広場。「強行採決から１年！戦争法廃止！９・１９松本アクション」。午後１時半から集会、２時デモ。主催＝実行委員会。

　◆１９日、大町市の旧デリシア前交差点。「９・１９強行成立を忘れない！大北市民行動」スタンディング、リレートーク、コール。大北５市町村の行動。午後５時。主催＝９・１９を忘れない大北有志の会。

　◆１９日、長野市の丹波島橋南交差点付近。スタンディングアピール。午後１時。主催＝更北９条の会。

　◆１９日、長野市の信州新町奈津女橋交差点付近。スタンディングアピール。午前７時。呼びかけ＝日本共産党支部。

　◆１９日、信濃町の国道１８号沿いの、しまむら店付近。スタンディングアピール。午前７時半。呼びかけ＝日本共産党町委員会。

　◆１９日、中野市のイオン前（国道２９２号沿い）。スタンディングアピール。午前１０時。主催＝ＮＯ！「戦争する国」活かそう！平和憲法実行委員会。

　◆１９日、飯山市の道の駅千曲川。スタンディングアピール。午後１時。主催＝戦争やだね！飯水岳北の会。

　◆１９日、飯山市の中央橋付近。スタンディングアピール。午後５時。主催＝戦争やだね！飯水岳北の会。

　◆１９日、須坂市の末広町交差点。リレートークとスタンディングアピール。午後５時。主催＝戦争法廃止国民主権を守る須坂市民の会。

　◆１９日、小布施町の中町南交差点。スタンディングアピール。午後１時。主催＝小布施九条の会。

　◆１９日、栄村の国道１１７号沿い役場付近。スタンディングアピール。午前８時。主催＝憲法守ろう栄村実行委員会。

　◆１９日、千曲市の国道１８号粟佐北交差点。スタンディングアピール。午前８時半。主催＝戦争やだね！千曲市民の会。

　◆１９日、坂城町の国道１８号田町交差点北側。スタンディングアピール。午後０時４５分。主催＝坂城町９条の会。

　◆１９日、東御市の田中交差点。スタンディングアピール。午後４時。呼びかけ＝市民有志。

　◆１９日、長和町の大門大和橋付近。スタンディングアピール。午後１時。主催＝長和町９条の会。

　◆１９日、青木村の道の駅。スタンディングアピール。午後１時。主催＝青木村九条の会など４団体。

　◆１９日、ＪＲ茅野駅東口。リレートークなど。午後５時。主催＝平和をまもる茅野市民の会。

　◆１９日、諏訪市の綿半前の市道。２０００万署名行動。午前１０時半。主催＝戦争はダメよ・連絡会。

　◆１９日、富士見町のＪＡアグリモール前交差点。スタンディングアピール。午前１０時半。主催＝安保法制の廃止を求める富士見町の会。

　◆１９日、木曽町の木曽大橋交差点。スタンディングアピール。午前７時半。主催＝戦争はいやだ木曽の会。

　◆１９日、伊那市のグリーンファーム付近。スタンディングアピール。午後１時。主催＝伊那市９条の会連絡会。

　◆１９日、中川村のチャオ前。スタンディングアピール。午前７時半。主催＝九条の会中川。

　◆１９日、飯田市の飯田中央公園。９・１９飯伊地区集会。午前１０時から集会、アピール行進。呼びかけ＝戦争をさせない１０００人委員会・飯田下伊那、憲法九条を守り広める飯伊の会。

　◆１９日、木島平村の南鴨生活改善センター。「安保法制ストップ９条守ろう」のつどい。午後５時。主催＝実行委員会。

　◆１９日、長野市の平安堂若槻店付近。スタンディングアピール。午後１時半。呼びかけ＝若槻北部憲法９条の会など。

　◆１９日、飯島町七久保の道の駅。スタンディングアピール。午前９時。主催＝いいじま９ちゃんの会。

　◆２０日、伊那市の平成大橋。スタンディングアピール。午前７時。主催＝オール上伊那杉尾ひでや応援団。

中　国

　【鳥取】

　◆１９日、ＪＲ鳥取駅北口。「９・１９安保法制は廃止！南スーダンへの駆けつけ警護をやめさせよう」。午後０時半。主催＝憲法改悪反対鳥取県共同センター。

　◆１９日、ＪＲ倉吉駅南口。９・１９安保法制反対スタンディング。午後５時。主催＝鳥取県中部九条の会。

　◆１９日、ＪＲ米子駅前のイオン前。９・１９安保法制反対スタンディング。午前１１時。主催＝平和・民主・住みよい米子をつくる会。

　◆１９日、境港市役所前通り。９・１９安保法制反対スタンディング。午後４時。主催＝境港革新懇。

　【島根】

　◆１９日、松江市朝日町のＪＲ松江駅前テルサ前広場。「安保関連法（戦争法）廃止！９・１９島根集会」。午後４時。デモ行進は４時４０分から。主催＝安保関連法（戦争法）の廃止を求めるしまね総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、出雲市駅北町のＪＲ出雲市駅北口広場公園。「戦争法廃止！９・１９出雲集会」。午前１０時。主催＝実行委員会。

　◆１９日、大田市長久町のイオン大田店前。３党合同スタンディングアクション。午後１時半。主催＝憲法守れ大田総がかり実行委員会。

　【岡山】

　◆１７日、岡山市のターミナルスクエアビル１２階。「国家緊急権ってなあに？―お試し改憲が今危ない」。午後２時半。講師は弁護士の永井幸寿さん。主催＝岡山弁護士会。

　◆１９日、倉敷市の天満屋ハッピータウン児島店前交差点。戦争法の廃止を訴える宣伝。午前１１時。主催＝戦争法の廃止を目指す児島の会。

　◆１９日、倉敷市のＪＲ倉敷駅南口２階デッキ。「『戦争法』は直ちに廃止を！」安倍政権を許さない市民集会＆パレード。午前１１時。主催＝憲法改悪反対倉敷地域共同センター。

　◆１９日、津山市の椿高下交差点（津山文化センター北）。「これからが本番！明るい未来のために粘り強く行動します！サイレントスタンディング」。午後５時。主催＝「安保関連法」廃止を求める市民の会。

　【広島】

　◆１９日、広島市安佐南区の緑井天満屋デパート前。ストップ！戦争する国づくり安佐地区市民アクション。午前１１時。主催＝実行委員会。

　◆１９日、広島市中区八丁堀の福屋デパート前と本通りのアオヤマ前。戦争法廃止「１９日行動日」宣伝。午後２時。主催＝ストップ！戦争法ヒロシマ実行委員会。

　◆１９日、呉市のＪＲ呉駅前と中通りの福屋デパート前。戦争法廃止の街頭署名。午後３時。主催＝戦争させない・９条壊すな！総がかり行動呉地域協議会。

　◆１９日、尾道市立中央図書館２階視聴覚室。自衛隊の南スーダンＰＫＯ活動についての学習会。午後３時半。主催＝戦争法廃止尾道総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、安芸郡海田町のＪＲ海田市駅前。戦争法廃止２０００万人署名総がかり行動。午後４時半。主催＝安芸地区９条の会ネットワーク、新日本婦人の会安芸支部、安芸原水協。

　◆１９日、三原市のＪＲ三原駅前ロータリー。市民行動。午後６時。主催＝戦争をさせない三原市民行動。

　◆１９日、福山市のＪＲ福山駅前釣り人広場。戦争法廃止へリレートークやパフォーマンス、デモ行進。午後３時半。主催＝ストップ！「戦争への道」福山総がかり行動。

　◆１９日、広島市安佐北区の広島銀行可部支店前集合。「戦争法＝安保法制」強行から１年…抗議のアピール・リレートーク。午前１１時。主催＝ストップ戦争法安佐北区懇談会。

　【山口】

　◆１０日、宇部市総合福祉会館。山口大学名誉教授、纐纈厚さんの講演会。午後２時。主催＝宇部地域総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、柳井市文化福祉会館。講演会。午後１時半。その後午後３時４０分からダイレックス前交差点でスタンディング。主催＝柳井地域総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、周南市。ザ・モール周南角スタンディング。午前１１時。主催＝周南地域総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、防府市の日本キリスト教防府教会。集会。午前１０時。主催＝防府地域総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、山陽小野田市の小野田勤労青少年ホーム。山口大学名誉教授、纐纈厚さんの講演会。午後４時。その後５時半から市内デモ。主催＝新市民の会（仮称）。

　◆１９日、下関駅前人工地盤（エキマチ広場）。アピール。午後３時。主催＝下関地域総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、萩市の御許町交差点。スタンディング。午後４時４５分。主催＝萩地域総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、長門市の正明市交差点。アピール。午後５時半。主催＝長門地域総がかり行動実行委員会。

　◆２０日、岩国市民会館前。アピール。午後５時４５分。主催＝岩国地域総がかり行動実行委員会。

　◆２０日、山口市民会館横。スタンディング。午後５時半。主催＝山口地域総がかり行動実行委員会。

「共謀罪」新法案、「合意形成に努める」　公明・山口氏
朝日新聞デジタル2016年9月9日20時26分
■山口那津男・公明党代表
　（「共謀罪」を変更した「テロ等組織犯罪準備罪」法案について）ラグビーワールドカップ、五輪と２０２０年までに国際的な行事を主催する中、テロを未然に防がないといけない。日本だけ国内法が未整備なことに対する国際社会の不安、情報の連携の不足が、まずい結果に結びついてはならない、と強く懸念している。
　一方で、以前から共謀罪に対して、様々な意見や議論があった。合意ができるような立法化を図ろうと政府が取り組もうとしている姿勢は歓迎したうえで、慎重に、どういう具体案になるか共に検討し、合意形成に努めたい。
安保理、未明に緊急会合＝日米、北朝鮮核実験で制裁目指す－中国の動向カギ
　【ニューヨーク時事】国連安全保障理事会は北朝鮮が５回目の核実験を実施したことを受け、９日午後（日本時間１０日未明）に緊急会合を開く。理事国全１５カ国が一致しての非難声明を出し、その上で米国と日本を中心に、北朝鮮に対する制裁強化を含め厳しい対応を求めていく方針。
　会合は日米韓３カ国が開催を要請した。安保理はこれまで、北朝鮮の核実験や弾道ミサイル発射を受け、金融取引や貿易の制限、関係者・団体の資産凍結など北朝鮮に対する厳しい制裁措置を発動し、徐々に強化してきた。安保理は国連加盟国に対し、制裁履行の徹底を改めて要請するとみられる。
　ロシアのチュルキン国連大使は９日、記者団に「まずは核実験を非難すべきだ。その後、われわれに何ができるか考えることになろう」と述べた。
　安保理による一連の制裁決議や声明は、核実験が再び実施されれば「さらなる重大な措置」を取るとして制裁の強化を警告している。
　拒否権を持つ常任理事国の中国は核実験を明確に非難する一方、制裁の強化が北朝鮮を追い詰め、朝鮮半島情勢をかえって不安定化させる恐れがあるなどとして、一貫して慎重な姿勢を取ってきた。今回も中国の動向がカギになりそうだ。（時事通信2016/09/10-00:57）
北朝鮮制裁、一段と強化＝安倍首相が米韓首脳と一致－オバマ氏「日本防衛に関与」


電話会談を終え、取材に応じる安倍晋三首相＝９日夜、東京・首相公邸
　安倍晋三首相は９日、北朝鮮による５回目の核実験を受け、オバマ米大統領、朴槿恵韓国大統領と相次いで電話で会談した。首相は米韓両首脳と、国連安全保障理事会での新たな決議や独自の追加措置などを通じ、対北朝鮮制裁を一段と強化する考えで一致。首相は９日夜、公邸で記者団に「今までとは異なるレベルの脅威であり、新たな段階の脅威に対し、異なる対応が必要との認識で一致した」と説明した。
　日本政府は独自制裁として、送金規制や資産凍結、渡航制限の対象拡大などを検討する。並行して国際社会と対北朝鮮包囲網の構築を急ぐ。
　日米首脳の電話協議は、オバマ氏が専用機でラオスから帰国中に約１０分間行われた。北朝鮮制裁について、首相は「さらなる挑発を防ぐためにも断固たる対応で代償を強く認識させることが不可欠だ」と主張し、オバマ氏も同意した。
　オバマ氏は「（「核の傘」などの）拡大抑止を含め、日本の安全保障に対する米国の関与は揺るぎない」と改めて表明。先に核の先制不使用を検討中と報じられたことで生じた抑止力に対する日本側の懸念を払拭（ふっしょく）する狙いとみられる。（時事通信2016/09/10-00:23）
首相声明要旨＝北朝鮮核実験
　安倍晋三首相が９日発表した声明の要旨は次の通り。
　一、北朝鮮が核実験を実施したものと考えている。
　一、核実験の強行は断じて容認できない。
　一、わが国の安全に対するより重大な脅威であり、地域および国際社会の平和と安全を著しく損なうものだ。
　一、北朝鮮に厳重に抗議し、最も強い言葉で非難する。
　一、国連安保理が速やかに協議を実施するよう調整を開始している。
　一、情報収集・分析に徹底を期すとともに、国民に的確な情報提供を行い、米国等と緊密に連携し、わが国の平和と安全の確保に万全を期す。
　一、国連安保理におけるさらなる対応を含め、北朝鮮に対する対応を検討する。（時事通信2016/09/09-13:24）
首相、北朝鮮「非難」　政府抗議、独自制裁を検討

共同通信2016/9/9 13:58

　政府は9日、北朝鮮による核実験の強行を受けて、北京の大使館ルートを通じて北朝鮮に厳重抗議した。安倍晋三首相は声明を発表し「最も強い言葉で非難する」と表明。菅義偉官房長官は記者会見で「さらなる独自の制裁を考えていきたい」と述べた。対北朝鮮独自制裁の強化を検討する方針だ。

　岸田文雄外相は9日午後、米国のケネディ駐日大使、ラッセル国務次官補と外務省で会い、日米の結束対応を確認した。政府は国家安全保障会議（NSC）を首相官邸で開き、情報収集と分析を急いだ。米韓両国と連携を強化し、北朝鮮への圧力を強化するよう国際社会に求める。

北朝鮮核実験 日韓首脳が電話会談 緊密に連携確認
NHK9月9日 21時25分
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安倍総理大臣は、北朝鮮による核実験を受けて９日夜、韓国のパク・クネ（朴槿恵）大統領と電話で会談し、国連安全保障理事会での制裁決議の採択に加え、両国が協力して独自の制裁措置を行うなど、緊密に連携して北朝鮮に対する圧力を強めていくことを確認しました。
安倍総理大臣は、北朝鮮による核実験を受けて、９日午後８時半すぎからおよそ１５分間、韓国のパク・クネ大統領と電話で会談しました。
この中で、安倍総理大臣は「北朝鮮の核・ミサイル開発の進展は、地域および国際社会の平和と安全を著しく損なうものだ。また、ＳＬＢＭ＝潜水艦発射弾道ミサイルに加え３発のミサイルがわが国の排他的経済水域内に着弾しており、今までより脅威のレベルが上がってきた」と述べました。そのうえで、安倍総理大臣は「国際社会が北朝鮮の行動を断固として非難し、具体的な措置を通じて、北朝鮮によるこれ以上のいかなる挑発行動も容認しないという強いメッセージを送ることが大事だ」と述べました。
これに対し、パク大統領は「北朝鮮は、アメリカ、中国、ロシアや、ＡＳＥＡＮ＝東南アジア諸国連合の国々が声を一つに自制を求めてきたにもかかわらず、一切忠告を聞き入れることなく暴挙に出た。そういう意味で、過去とは違うレベルのもので、過去とは違うレベルでの対応を考え、北朝鮮に対する圧力を強化すべきだ」と述べました。
そして両首脳は、国連安全保障理事会での制裁決議の採択に加えて、両国が協力して独自の制裁措置を行うなど、緊密に連携して、北朝鮮に対する圧力を強めていくことを確認しました。
北朝鮮の核実験「常軌を逸している」　稲田防衛相
朝日新聞デジタル2016年9月9日17時33分
■稲田朋美・防衛相
　北朝鮮が、大量破壊兵器を運搬させるミサイル能力を増強していることと合わせて考えれば、（核実験は）我が国の安全に対する重大な脅威だ。北東アジア及び国際社会の平和と安全を著しく損なうものとして断じて容認することはできない。先日は（弾道ミサイル）３発同時に、ほぼ同じ場所に、しかも我が国の排他的経済水域に着水させるなど、より脅威は増している。過去４回の核実験を通じた技術的成熟などを踏まえれば、北朝鮮が核兵器の小型化、弾頭化の実現に至っている可能性も否定できない。今年に入ってから、核実験２回、（弾道）ミサイル発射２１発と、常軌を逸している。（閣議後の記者会見で）
北朝鮮核実験　日韓防衛相、強い制裁必要で一致
毎日新聞2016年9月10日　10時44分（最終更新　9月10日　10時54分）
　稲田朋美防衛相は１０日午前、韓国の韓民求（ハン・ミング）国防相と電話で協議し、北朝鮮の５回目の核実験を受けて、日韓、日米韓で情報を共有し、緊密に連携していくことを確認した。 
　稲田氏が「核実験は国連安全保障理事会決議に明確に違反するもので、断固として非難する」と述べたのに対し、韓氏は「国際社会の一致した努力が重要だ」と応じた。両氏は安保理を中心に強い対北朝鮮制裁が必要との認識で一致した。 
　稲田氏はまた、両国間の情報共有を促進する軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の早期締結を要請。韓氏は国内世論を注視しながら議論する考えを示した。【村尾哲】 
日韓防衛相 対北朝鮮で日米韓の緊密協力確認
NHK9月10日 11時34分
稲田防衛大臣は、北朝鮮による核実験を受けて韓国のハン・ミング国防相と電話で会談し、アメリカを含めた日米韓３か国が緊密に協力していくことを確認するとともに日韓両国が安全保障上の機密情報を共有するための協定の早期締結を呼びかけました。
稲田防衛大臣は、北朝鮮が９日に５回目の核実験を実施したことを受けて１０日午前９時前からおよそ１５分間、韓国のハン・ミング国防相と電話で会談しました。
この中で稲田大臣は、「北朝鮮による核実験は関連する国連安全保障理事会の決議に明確に違反するものであり、断固として非難する。日米韓の情報共有取り決めの活用など日韓・日米韓で緊密に協力、連携していくことが重要だ」と述べました。
これに対しハン国防相は、「北朝鮮の５回目となる核実験は朝鮮半島はもちろん、世界の平和と安定を脅かす深刻な挑発行為であり、国際社会の一致した努力が重要だ」と述べ、アメリカを含めた日米韓３か国が緊密に協力していくことを確認しました。
一方、稲田大臣は日本と韓国が安全保障上の機密情報を共有するための協定の早期締結を呼びかけたのに対し、ハン国防相は「国内の世論や国会の支持を得た形で進めていく必要がある」と述べました。
産経新聞2016.9.10 10:12更新 
【北朝鮮核実験】稲田朋美防衛相、韓国国防相にＧＳＯＭＩＡ締結要求
　稲田朋美防衛相は１０日、韓国の韓（ハン）民求（ミング）国防相と電話会談を行い、北朝鮮が９日に強行した核実験への対応を協議した。稲田氏は「日韓、日米韓で緊密に協力・連携していくことが重要だ」と述べ、軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の早期締結を求めた。韓氏は「韓国国民、国会の支持を得ながら進めていきたい」と述べるにとどめた。
　会談では防衛当局間の緊密な協力を行うことで一致。稲田氏は核実験について「国連安全保障理事会決議に明確に違反するものであり、断固として非難する」と強調。韓氏は「朝鮮半島はもちろん、世界の安定と平和を脅かす深刻な挑発行為であり、国際社会の一致した努力が重要だ」と述べた。
　ＧＳＯＭＩＡは軍事機密情報を交換する際の保全手続きを定めた協定。平成２４年６月に締結する予定だったが、国内世論の反発を受け、韓国政府が署名式直前にキャンセルしたままとなっている。
産経新聞2016.9.9 15:39更新 
【北朝鮮核実験】米高官、稲田朋美防衛相に「米国は日本守る」

稲田朋美防衛相（左）と握手するラッセル米国務次官補（右）、右から２人目はキャロライン・ケネディ駐日米大使＝９日、防衛省（荻窪佳撮影） 
　ラッセル米国務次官補は９日、稲田朋美防衛相と防衛省で会談し、北朝鮮が核実験を強行したことについて「米国が持つすべての能力を使い、米国と日本、そして韓国のような他の同盟国を守る用意がある」と述べた。また、「同盟国の防衛に対するコミットメントは揺るぐことはない」とするオバマ大統領の立場も伝えた。
　会談で稲田氏は「日米、日米韓、関係国と緊密に協力しつつしっかりと対応したい」と強調。同席したケネディ駐日米大使は「日米同盟がいかに強固なものであるのか、北朝鮮による挑発行為に対して断固として対応する姿勢を示す」と話した。
　ラッセル氏は中国、ラオスを歴訪したオバマ大統領に同行していたが、給油のため米軍横田基地（東京都福生市）に立ち寄っており、核実験を受けて稲田、ケネディ両氏の会談に同席した。
防衛相 米駐日大使らと会談「国際社会への重大な挑戦」
NHK9月9日 15時58分
稲田防衛大臣は、防衛省で、アメリカのケネディ駐日大使らと会談し、北朝鮮が核実験を実施したことは「国際社会に対する重大な挑戦であり、脅威だ」と述べ、日米両国や韓国などの関係国が緊密に連携して対応していく方針を確認しました。
稲田防衛大臣は、防衛省で、アメリカのケネディ駐日大使、アメリカ国務省で東アジアを担当するラッセル次官補と会談し、北朝鮮が５回目の核実験を実施したことを受けて対応を協議しました。
この中で稲田大臣は、「北朝鮮の状況は常軌を逸しており、国際社会に対する重大な挑戦であり、脅威だ。北朝鮮は弾道ミサイルなどの技術を格段に向上させており、日米韓、さらには関係国と緊密に協力ししっかりと対応していきたい」と述べました。
これに対しアメリカのケネディ駐日大使は、「日米同盟がいかに強固なものであり、北朝鮮の挑発行為に断固としたコミットメントを示すために、この場に来た」と述べました。
また、ラッセル国務次官補は、「北朝鮮の行動は地域の平和と安全保障に対する深刻な脅威だ。すべての能力を使って、日本や韓国のような同盟国を守る用意がある」と述べました。
そして、会談では、日米両国や韓国などの関係国が緊密に連携して対応していく方針を確認しました。
「米大統領選前に核の能力見せようとしたのでは」石破氏
朝日新聞デジタル2016年9月9日14時55分

石破茂・元防衛相。講演後、記者団に北朝鮮の核実験についてコメントした＝９日午前、都内のホテル
■石破茂・元防衛相
　安全保障の状況は劇的に変わりつつある。「あの国はどうせ崩壊する」という楽観的な見通しに立つことなく、冷静に状況を見きわめ、現実的な対応を図っていかなければならない。
　米国の１１月の大統領選を控え、いまのオバマ政権の間に米朝関係の劇的な変化は望めない。米国が（選挙後に）どのような政権になるにせよ、きちんとした核の能力、運搬能力を見せておくことが重要なのだと彼（金正恩委員長）は考えたと私は思う。（北朝鮮の核実験後、記者団に）
北朝鮮核実験「こんななめられた話あるか」　二階氏
朝日新聞デジタル2016年9月9日14時41分

北朝鮮の核実験を受け、訪問先のベトナム・ハノイ市内で、厳しい表情で記者の質問に答える自民党の二階俊博幹事長＝現地時間９日午前、同市、山岸一生撮影
■二階俊博・自民党幹事長
　（北朝鮮の核実験実施について）強く非難するだけでいいのか、（ミサイルも）毎回何発も打たれている。その都度同じようなコメントを政府は発表しているが、北朝鮮に対して、ビリッとくるような日本国の決意を表明しなければ国民の期待に応えることにはならない。（北朝鮮に抗議する）国会決議をして、何か結果が出てくるだろうか。そこはちょっとまじめに考えなきゃいけない。こんななめられた話あるか。（訪問中のベトナム・ハノイで記者団に）
北朝鮮核実験・ドキュメント（日本時間）
午前９時３０分ごろ　北朝鮮が核実験
同４５分ごろ　中国地震局、北朝鮮でマグニチュード（Ｍ）５．０　の地震と発表
　聯合ニュース、北朝鮮でＭ５の地震発生と報道　
韓国気象庁、「人工地震」の可能性高いと公表
韓国政府当局者、「核実験の可能性」と発言
１０時ごろ　韓国軍、北朝鮮北東部の豊渓里で人工地震波検知と発表
　日本政府高官、「核実験の可能性あり」と言及
　日本政府関係省庁が対応協議に入る
同１０分ごろ　菅官房長官、緊急会見で「核実験に伴う」揺れの可能性と発言
　安倍首相、関係省庁に緊張感持った情報収集、分析を指示
同４５分ごろ　安倍首相「核実験なら断じて許容できない」と強調
日本政府、北京の大使館ルート通じ北朝鮮に抗議
１１時ごろ　米国家安全保障会議報道官、北朝鮮の地震「把握している」と発言
　韓国軍当局者、核実験なら「これまでで最大規模」と発言
同３０分ごろ　日本政府、国家安全保障会議開催
同４５分ごろ　岸田外相、国連安保理の緊急会合招集の調整開始と発言
正午ごろ　菅官房長官、「北朝鮮が核実験を実施したと判断される」と発表
　環境省、日本海側離島の放射線測定値に変化なしと発表
午後０時３０分ごろ　米韓首脳が緊急電話会談
１時ごろ　米韓首脳、北朝鮮へのあらゆる圧力を講じることで一致
同３０分ごろ　朝鮮中央テレビ「核弾頭威力評価の核爆発実験成功」と報道
２時ごろ　日米首脳が電話会談
　日米韓、国連安保理緊急会合招集を要請　　　　　　　　同１５分ごろ　米大統領「挑発は深刻な結果招く」と北
　朝鮮に警告
　日米首脳、電話会談で新たな制裁含む措置が必要と一
致
中国外務省、核実験「反対」表明　　　　　　　　　　　　　　　
　１１時１５分ごろ　米大統領、「重大な追加措置」を北朝
鮮に警告　　　　　　　　　
（時事）（2016/09/09-23:59）
北朝鮮が核実験＝５回目、「弾頭爆発に成功」－過去最大、１０キロトン


　【ソウル時事】北朝鮮の国営朝鮮中央テレビは９日、核弾頭の威力を判定する核爆発実験が成功したと報じた。これに先立ち韓国軍は、北朝鮮の核実験場がある北東部の豊渓里付近で日本時間同日午前９時半ごろ、人工地震波を検知したと明らかにしていた。日本の気象庁によれば、地震の規模はマグニチュード（Ｍ）５．３、震源の深さはゼロ。韓国の朴槿恵大統領は「北朝鮮が追加核実験を実施した」と述べた。韓国国防省当局者によると、爆発の威力は１０キロトン程度で、これまでで最大規模という。
　北朝鮮の核実験は、今年１月６日に「水爆」と主張する実験を実施して以来、５回目となる。朴大統領は、専用機で訪問先のラオスから帰任する途中だったオバマ米大統領と緊急電話会談し、新たな国連安全保障理事会の決議採択を含め、あらゆる手段で北朝鮮を圧迫していくことで一致した。


　安倍晋三首相も「核実験なら断じて許容できない。強く抗議しなければならない」と表明。岸田文雄外相は「国連の場で強いメッセージを発出しなければならない」と強調した。日米韓は安保理に緊急会合の開催を求める方針。北朝鮮への追加制裁を目指す日米韓に対し、北朝鮮の友好国である中国がどういう態度を示すかが焦点になりそうだ。
　核実験により北朝鮮の核爆弾の小型化が一層進めば、弾頭に核を搭載した「核ミサイル」の脅威が現実化しかねない。北朝鮮には、米次期政権をにらみ、「核保有国」の地位を既成事実化させるとともに、９日の建国６８周年に合わせ、国威発揚を図る狙いもあるとみられる。北朝鮮による度重なる弾道ミサイル発射で悪化している朝鮮半島情勢は、一段と緊迫した局面を迎えた。（時事通信2016/09/09-13:58）
北朝鮮、５度目の核実験　爆発、過去最大級か
朝日新聞デジタルソウル＝牧野愛博2016年9月9日14時59分

演説する金正恩・朝鮮労働党委員長＝８月２～３日、平壌（朝鮮中央通信＝朝鮮通信）


　北朝鮮は９日午前９時（日本時間午前９時３０分）、咸鏡北道吉州郡豊渓里（ハムギョンプクトキルジュグンプンゲリ）の実験場で５回目となる核実験を実施した。朝鮮中央テレビは同日午後１時（同午後１時３０分）、「核弾頭の威力を判定する核爆発実験を行った」と発表した。「計算通りの結果が出た」とし、実験の成功を主張した。北朝鮮の核実験は今年１月６日以来。９日は北朝鮮の６８回目の建国記念日にあたる。
　３月に新たな国連制裁を決議したばかりの国際社会が強く反発するのは必至。朝鮮半島情勢は極度に緊張し、重大な局面を迎えた。
　韓国気象庁は９日午前９時３０分、豊渓里でマグニチュード（Ｍ）５・０の人工地震を観測した。「水爆実験に成功した」とする前回実験では、Ｍ４・８を観測していた。韓国国防省は今回の爆発規模は、過去の核実験では最大規模の、ＴＮＴ火薬換算１０キロトン程度とみている。韓国気象庁は爆発地点は前回から西に９キロほど離れ、爆発エネルギーは前回の２倍程度としている。
　朝鮮中央通信は３月１５日、金正恩（キムジョンウン）朝鮮労働党委員長が「早い時期に核弾頭の爆発実験と核弾頭搭載が可能な各種弾道ミサイル発射実験を行う」と明らかにし、関係機関に準備を指示したと伝えていた。５月に開いた党大会では、核開発と経済再生を同時に進める「並進路線」を改めて確認。北朝鮮は今年、２０発以上の弾道ミサイルを発射している。【続きあり】
しんぶん赤旗2016年9月10日(土)

北朝鮮　５度目核実験　国連安保理決議に違反　爆発の威力は最大規模

　北朝鮮の朝鮮中央通信は９日、新たに開発した核弾頭の威力判定のための核爆発実験が「成功裏に行われた」と報じました。これに先立ち韓国軍は、北朝鮮の核実験場がある北東部の豊渓里付近で日本時間同日午前９時半ごろ、人工地震波を検知したと明らかにしました。日本の気象庁も人工的な揺れを同地域で観測し、地震の規模はＭ５・３を記録。日本政府は同日、北朝鮮が核実験を行ったと判断しました。

　北朝鮮による核実験は２００６年１０月以来、５回目となります。今年に入って１月の「水爆」実験以来２回目という異常なペースで強行されており、累次の国連安保理決議などに明確に違反する蛮行です。今後、新たな安保理決議の採択や経済制裁など、国際社会による厳しい非難と北朝鮮のいっそうの孤立化は避けられません。金正恩（キムジョンウン）体制下での核実験は３回目です。９日は北朝鮮の建国記念日。「核保有国」であることを誇示することで現体制の求心力を高めて体制維持を図る狙いとみられます。

　韓国国防省当局者によると、爆発の威力は１０キロトン程度で、これまでで過去最大規模とみられます。

　また、核実験を行った朝鮮核兵器研究所は、今回の実験で核弾頭を弾道ミサイルに搭載するために「標準化・規格化」を確認し、「小型化・軽量化・多種化された」核弾頭を「必要なだけ生産できるようになった」と表明。核兵器の実戦配備に向けて能力向上が進んでいると誇示しました。

　安倍晋三首相は同日発表した声明で、「断じて容認できない」と厳しく非難。関連する国連安保理決議や日朝平壌宣言、６カ国協議共同声明にも違反するとして、「最も強い言葉で非難する」と述べました。

　菅義偉官房長官は同日の記者会見で、独自制裁の強化に言及しました。また、政府は安保理の緊急招集に向けて各国との調整に入りました。

核実験に関する北朝鮮声明要旨
　朝鮮通信（東京）によると、北朝鮮の「核兵器研究所」が発表した核実験に関する声明の要旨は次の通り。
　一、朝鮮労働党の戦略的核戦力建設構想に基づき、核兵器研究所の科学者らは新しく研究、製作した核弾頭の威力判定のための核爆発実験を断行した。
　一、今回の核実験では、人民軍部隊が装備した戦略弾道ロケットに装着できるように標準化・規格化された核弾頭の構造と動作特性、性能と威力を最終的に確認した。


９日、核実験について報じるテレビ画像を見上げる平壌の人々（ＡＦＰ＝時事）
　一、核弾頭が標準化・規格化されたことで、小型・軽量化された、より打撃力の高い各種の核弾頭を決心した通りに必要なだけ生産できるようになった。
　一、今回の実験は、堂々たる核保有国としてのわが国の戦略的地位を否定し、自衛的権利の行使に言い掛かりをつける米国をはじめとする敵対勢力に対する対応措置の一環として、敵がわれわれを侵すなら、立ち向かって打撃する準備ができているという超強硬意志の誇示である。
　一、米国の増大する核戦争脅威からわれわれの尊厳と生存権を守り、真の平和を守るための国家核戦力の質量的強化措置は続くであろう。（時事通信2016/09/09-16:40）
建国記念に強行、国威発揚＝独裁体制維持へ危機感－北朝鮮核実験
　【ソウル時事】北朝鮮が９日、６８回目となる建国記念日に核実験を強行した背景には、国威発揚を図る狙いがあるとみられる。依然として核・ミサイル開発にまい進することを内外に誇示し、休戦状態が続く米国に対抗する構えだが、独裁体制維持への危機感もにじむ。
　金正日総書記が死去（２０１１年１２月）し、金正恩氏が政権を担った１２年、北朝鮮は憲法を改正し、「核保有国」としての地位を明記。今年５月には、３６年ぶりに開催した朝鮮労働党大会で党規約を改正し、核戦力の増強と経済発展を同時に進める並進路線を盛り込んだ。
　核兵器を運搬する手段としてのミサイル開発にも合わせて突き進む。今年１月の核実験以降、北朝鮮は２１発の弾道ミサイルを発射し、かつてないペースで開発を進めてきた。
　日本や米領グアムを射程に収めるミサイル開発の狙いは、在日米軍や米軍基地を攻撃する能力を誇示し、米国との直接交渉で敵視政策を撤回させ、休戦協定を平和協定に変える目的があるが、米国は相手にしない。友好国とされる中国も弾道ミサイル発射を強く非難する国連安保理声明に同意するなど北朝鮮を突き放す。
　国際的孤立が一段と深まる中でも金正恩氏は「核戦力強化の成果を引き続き拡大しなければならない」と強調し続ける。米国の次期政権などをにらみ、「核保有国」の立場を一段と示し、大国と渡り合う姿を国内に示し続けなければならないという事情が垣間見える。（時事通信2016/09/09-12:36）
日米首脳が電話協議、連携を確認　北朝鮮核実験
朝日新聞デジタル小野甲太郎2016年9月9日20時40分
　北朝鮮の核実験を受けて、安倍晋三首相は９日、米国のオバマ大統領と緊急の電話協議を行い、国連安全保障理事会を含め、日米と韓国が緊密に連携することを確認。新たな制裁が必要との認識でも一致した。
　ラオスで開かれた東アジアサミットから帰国するため、大統領専用機エアフォースワンに搭乗中だったオバマ氏と約１０分間協議した。日本政府によると、首相は「日本の安全への重大な脅威であり、地域および国際社会の平和と安全を著しく損なうもので、断じて容認できない」と北朝鮮を非難し、安保理緊急会合の開催や新たな決議の採択が必要だと訴えた。
　これに対し、オバマ氏は「日米同盟は盤石で、米国の日本の安全保障に対する関与は揺るがない」と応じたという。
　首相は同日夜、韓国の朴槿恵（パククネ）大統領とも電話で協議した。終了後、首相は記者団に「新たな段階の脅威に対し、今までとは異なる対応をしていかなくてはならないということで一致した」と語った。
　一方、岸田文雄外相は米国のケリー国務長官や韓国の尹炳世（ユンビョンセ）外相らと相次いで電話で協議し、安保理の緊急会合開催に向けて調整を続けた。菅義偉官房長官は同日の記者会見で、北朝鮮に対して「さらなる独自制裁を考えていきたい」と表明。稲田朋美防衛相は「北朝鮮はミサイル能力を増強している。核兵器の小型化、弾頭化の実現に至っている可能性も否定できない」と述べた。（小野甲太郎）
国連事務総長「恥知らずの違反」　北朝鮮核実験を非難
朝日新聞デジタルニューヨーク＝金成隆一2016年9月10日02時10分
　北朝鮮の５度目の核実験を受け、国連の潘基文（パンギムン）事務総長は９日、核実験は一連の安全保障理事会決議への「恥知らずの違反」だとして、「可能な限りで最も強い言葉で非難する」と記者団に述べた。また、核実験は地域の平和と安全を脅かしていると指摘し、国際的な核実験の禁止体制を強化する必要性を強調した。
　潘氏は北朝鮮に対し「核兵器と弾道ミサイル技術を追求するのではなく、自国の人々の暮らしを改善するべきだ」と求めた。安保理に対しては「緊張が高まる悪循環を直ちに断ち切らねばならない」とし、「団結して適切な行動」をとるよう期待感を示した。（ニューヨーク＝金成隆一）
北朝鮮核実験「厳しく糾弾」　日韓議連などが緊急声明
朝日新聞デジタル2016年9月9日23時27分
　日本と韓国双方の国会議員でつくる日韓議員連盟と韓日議員連盟が９日、国会内で合同幹事会を開き、北朝鮮の核実験について「厳重に抗議し、厳しく糾弾する」との緊急声明を全会一致で採択した。韓国側の要望を受け、「非難」から「糾弾」に表現を強めた。
　声明は「北朝鮮が全ての核を放棄し、朝鮮半島の非核化に取り組むことを求める」と明記。「日韓両国関係の発展のために議員外交を全力で担っていく」とうたった。合同幹事会には日韓議連の河村建夫幹事長や、韓日議連の姜昌一幹事長らが出席。議連の総会を１１月３日から韓国・ソウルで開催することも決めた。
しんぶん赤旗2016年9月10日(土)

北朝鮮の核実験を糾弾する　志位委員長が談話

　日本共産党の志位和夫委員長は９日、北朝鮮が核実験を強行したことについて、次の談話を発表しました。

◇
　一、北朝鮮は、本日、核実験を強行した。北朝鮮による核実験の強行は５回目であり、この間繰り返された弾道ミサイル発射とともに、世界の平和と安定にとっての重大な脅威であり、北朝鮮の核・ミサイル開発の放棄を求めた累次の国連安保理決議、６カ国協議の共同声明、日朝平壌宣言に違反する暴挙である。

　日本共産党は、この無法な暴挙をきびしく糾弾する。

　一、３月３日に全会一致で採択された国連安保理決議は、北朝鮮の核実験と弾道ミサイル発射を「最も強い言葉で非難」し、制裁措置の強化を決定するとともに、「６カ国協議への支持を再確認し、その再開を呼びかけ、２００５年９月の共同声明での誓約への支持を再表明する」とのべている。

　核・ミサイル開発を放棄させるため、北朝鮮を６カ国協議の対話のテーブルにつかせることは、いよいよ急務である。

　そのために、国際社会が一致結束して、制裁措置の全面的で厳格な実施とその強化を含め、政治的・外交的努力を抜本的に強めることを求める。

　一、核武装強化の道を進むことは、いよいよ国際的孤立を深め、北朝鮮自身にとっても未来のない道であることを、強く指摘するものである。

北朝鮮核実験 与野党の反応
NHK9月9日 19時25分
北朝鮮が核実験を行ったことに対する与野党の反応をまとめました。
自民
自民党の二階幹事長は、訪問先のベトナムで記者団に対し、「このような、なめられた話があるか。日本は、この事態を深刻に懸念し、さらに強く非難しなければならない。北朝鮮に対して、ビリっとくるような日本の決意を表明しなければ、国民の期待にこたえることはできず、今後の対策を、政府と綿密に話し合っていく」と述べました。
そのうえで二階氏は、記者団が「今月２６日に召集される予定の臨時国会で、北朝鮮に対する非難決議を採択する考えはあるか」と質問したのに対し、「その考えは、当然あるが、国会決議という程度のことで、何か結果が出てくるのか。決議しないよりはしたほうがいいが、そのようなことだけで済むのか真剣に考えなければいけない」と指摘しました。
民進
民進党の岡田代表は、「わが国のみならず、東アジアの平和、ひいては国際社会の安全を損なう重大な脅威であり、断じて容認できず強く抗議する。政府は、国連安全保障理事会の非常任理事国として、国際社会と協調し、北朝鮮の挑発行為が繰り返されることがないようリーダーシップを発揮し、安保理での新たな制裁決議を目指すべきだ。また、情報の収集・分析や警戒監視にいっそう努め、国民の安全確保のために万全の対策を取るべきだ」などとする談話を発表しました。
公明
公明党の山口代表は党の中央幹事会で、「北朝鮮が、もし核実験を行っていたとすれば、重大なことだ。これまでも、核実験や弾道ミサイルの発射を行っており、国連決議に反する事態だ。北朝鮮がこうした暴挙を重ねるなかで、国際社会で結束して対応していかなければならない」と述べました。
共産
共産党の志位委員長は、「世界の平和と安定にとって重大な脅威であり、共産党は無法な暴挙を厳しく糾弾する。国際社会が一致結束して制裁措置の全面的で厳格な実施と、その強化を含め、政治的、外交的な努力を抜本的に強めることを求める」などとする談話を発表しました。
維新
日本維新の会の松井代表は、「５回目の核実験に対し厳重に抗議する。政府は、国民の安全確保のために、一層、態勢を整えるとともに、国連安全保障理事会に速やかな対応を求めるべきだ。また、中国を含む関係各国に制裁措置へのさらなる協力を求めたうえで、日本独自の新たな制裁の余地がないか検討すべきだ」などとするコメントを発表しました。
生活
生活の党の小沢代表は、「絶対に許すことができない暴挙であり、強く非難と抗議をする。北朝鮮は、ミサイル発射や核実験を何度も繰り返していて、極めて悪質だ。関係各国と、しっかり連携と協議をしながら、北朝鮮政府に対し、断固たる厳しい対応をとる必要がある。政府に対しては、必要な情報分析や、国民への情報提供も含め、今後の対応に万全を期すよう強く要請する」とする声明を発表しました。
社民
社民党の又市幹事長は、「北東アジア地域の非核地帯化を実現する努力を続けてきた社民党は、たび重なる北朝鮮の核実験を認めることはできず、強く抗議する。北朝鮮は、日朝ピョンヤン宣言や、国際合意を真摯（しんし）に守り、ただちに核兵器の開発を中止すべきだ」などとする談話を発表しました。
こころ
日本のこころを大切にする党の中野正志幹事長は、「断じて認められず、わが党は強い抗議を表明する。政府は、国際社会と緊密に連携し、北朝鮮に圧力を強め、制裁措置を発動するなど、速やかに毅然（きぜん）たる意志を示すべきだ。わが党は、政府に対し、防衛力の抜本的強化と、あらゆる事態に備えて安全保障上の措置を講ずることを求める」とするコメントを出しました。
しんぶん赤旗2016年9月10日(土)

北核実験抗議決議採択で合意　与野党緊急国対委員長会談
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（写真）与野党国対委員長会談。左から４人目は穀田恵二国対委員長＝９日、国会内


　北朝鮮の核実験強行を受け、緊急の与野党国対委員長会談が９日、国会内で開かれました。会談では、北朝鮮の核実験に厳重に抗議する国会決議を全会一致であげることで合意。衆院外務委員会で閉会中審査を行って決議をあげる方向で調整し、１２日にあらためて国会対策委員長会談を行うことを確認しました。

産経新聞2016.9.9 13:08更新 
【北朝鮮核実験】自民・二階俊博幹事長が激怒「北朝鮮がビリッとくるような決意表明を」　度重なるミサイル発射には「こんななめられた話はあるか」
　【ハノイ＝沢田大典】ベトナムを訪問中の自民党の二階俊博幹事長は９日午前（日本時間午後）、北朝鮮の核実験について「強く非難するだけでなく、北朝鮮がビリッとくるような決意というものを表明しなければ、国民の期待に応えることにはならない」と述べ、政府により踏み込んだ対応を求めた。
　二階氏は「核実験を行ったと判断せざるをえ得ない」とした上で、「日本は深刻に懸念するとともに、これに対する非難をさらに強くしなければならない」とも語った。衆参両院での非難決議については「当然ある」と述べた。また、午後にベトナムの最高指導者のグエン・フー・チョン共産党書記長らと会談し、連携して対応するよう呼びかける考えを示した。
産経新聞2016.9.9 17:47更新 
【北朝鮮核実験】「中国と北朝鮮はヤクザのおやじとドラ息子」　自民・古屋圭司選挙対策委員長、中国の協力に期待と不安
　自民党の古屋圭司選挙対策委員長は９日、北朝鮮の核実験に関連して、中国と北朝鮮の関係について「ヤクザのおやじとドラ息子のようなものだ。しょっちゅうけんかしているが、親子の縁を切るのは容易ではない」と述べ、簡単には中国の協力を得られないとの見方を示した。党本部で記者団の質問に答えた。
　一方で、古屋氏は「中国も手を焼いているのが現実ではないか」と指摘し、北朝鮮に対する国際的な圧力を強めるには中国の協力が欠かせないとの認識も示した。
産経新聞2016.9.9 18:07更新 
【北朝鮮核実験】又市征治社民党幹事長「強く抗議。新たな緊張をつくり出す」

８月２７日に撮影された北朝鮮・豊渓里にある核実験場の北側坑道付近の衛星写真（エアバス・ディフェンス・アンド・スペース／３８ノース提供・共同） 
　社民党の又市征治幹事長は９日、北朝鮮の核実験に対し「強く抗議する。度重なる北朝鮮の核実験を認めることはできない」とする談話を発表した。
　又市氏は談話で、「国連安全保障理事会は北朝鮮に対して、これまで何度も自制を求めてきた」と指摘。「国際社会の動向を無視し核実験を行ったとすれば、国際社会の平和と安定を損ないかねず、特に北東アジア地域に新たな緊張をつくり出すものだ」と厳しく批判した。
　北朝鮮に対しては「日朝平壌宣言や６カ国協議共同声明など国際合意を真摯に守り、ただちに核兵器の開発を中止すべきだ」とした。
北朝鮮非難決議へ与野党合意　14日、衆院外務委で 
日経新聞2016/9/9 21:05
　与野党の国会対策委員長は９日、国会内で会談し、14日に衆院外務委員会を開き、北朝鮮への非難決議をすると合意した。
　自民党は党本部で対策本部を開催。「わが国への直接的脅威であり、極めて強く非難する」との声明をまとめた。公明党も声明で「一層孤立につながる愚かな行為は自制すべきだ」と非難した。
　民進党は談話で「強く抗議する」と表明。「国民の安全確保のために万全の対策をとるべきだ」と政府にも注文した。共産党は「無法な暴挙を厳しく糾弾する」と批判。日本維新の会は「わが国独自の新たな制裁を検討すべきだ」と求めた。
　超党派の日韓議員連盟と韓国側の韓日議連は９日、国会内で幹事会を開いた。「日韓両政府などと連携し、北朝鮮の核・ミサイル問題の解決を図る」との声明をまとめ、11月３～５日にソウルで総会を開くと決めた。
挑発には「深刻な結果」＝日韓と連携、強力な制裁模索－米
　【ワシントン時事】北朝鮮による新たな核実験を受け、オバマ米大統領は安倍晋三首相、韓国の朴槿恵大統領と相次いで電話会談し、「北朝鮮の挑発的な行動には深刻な結果が伴うということを確実にするため、今後数日、同盟国と協議を続ける」と伝えた。アーネスト米大統領報道官が９日、明らかにした。米政府は日韓などと連携し、これまで以上に強力な制裁を目指す方針だ。
　オバマ大統領は会談で、同盟国の安全保障に対する米国の堅固な義務も再確認した。大統領はまた、３日に中国の習近平国家主席と会談した際、「さらに厳格に（対北朝鮮制裁を）実行する余地が中国にはある」と指摘しており、北朝鮮の一段の挑発行為を止めるよう中国に働き掛けるとみられる。
　米政府はさらに、韓国への地上配備型迎撃ミサイル「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」の配備や日本との次世代型迎撃ミサイル「ＳＭ３ブロック２Ａ」の共同開発など、同盟国の弾道ミサイル防衛能力の向上も図っていく。


９日、ワシントン近郊のアンドルーズ空軍基地に専用機で戻ったオバマ米大統領（ＡＦＰ＝時事）
　オバマ大統領は「核兵器なき世界」の推進を自身のレガシー（遺産）と位置付けており、今回の核実験で冷や水を浴びせられた。「核実験の自制」を各国に求める国連安保理決議の９月中の採択を目指しているオバマ大統領は、北朝鮮への追加制裁という新たな課題を抱えた形だ。
　ただ、残り任期が半年を切る中では対応策も限られ、オバマ政権には、国連での新たな制裁決議採択のほかに目ぼしい手だてが残されていないのが現実だ。（時事通信2016/09/09-17:22）
北朝鮮核実験に各国、一斉に反発　米韓、圧力強化へ

共同通信2016/9/9 23:59

　9日に北朝鮮が強行した核実験に各国は一斉に反発し、米国や韓国は国連安全保障理事会決議に反するとして圧力を強める方針を示した。中国も「断固として反対」と表明した。

　オバマ米大統領は声明を発表し「地域の安全保障と国際平和に対する重大な脅威だ」と厳しく非難。「米国は決して北朝鮮を核保有国として認めない」との立場を明確にし、日韓など同盟国防衛のため「必要な措置を講じる揺るぎない決意」も強調した。

　AP通信などによると、米国防総省のクック報道官は、安保理決議に「明確に違反する」と指摘した。

国際的圧力に反発＝「超強硬措置」で対抗－弾道ミサイル実験も加速か・北朝鮮


８月２８日、平壌のメーデースタジアムで手を振る北朝鮮の金正恩朝鮮労働党委員長（８月２９日に朝鮮中央通信が配信）（ＡＦＰ＝時事）
　【ソウル時事】北朝鮮が９日、５回目の核実験を強行した。北朝鮮は、弾道ミサイル発射を非難する国連安保理の声明採択や「最高尊厳」である金正恩朝鮮労働党委員長を制裁対象に指定した米政府の動きなど、国際的な圧力に強く反発。「超強硬措置」で対抗するため核戦力強化を誇示し、制裁圧力に屈しない姿勢を内外に誇示する意図があるとみられる。
〔写真特集〕北朝鮮の核実験～５回目の実験か、豊渓里付近～
　北朝鮮外務省スポークスマンは７日、安保理声明に関し「われわれの尊厳や生存権、自主権、自衛権の侵害」と非難し、「全面排撃する」と表明。「核戦力強化の成果を引き続き拡大していく」と宣言した。
　８日には、オバマ米大統領が北朝鮮の弾道ミサイル発射を「挑発」「同盟国や米国への脅威」と批判したことを「妄言だ」と批判。「米国の敵視政策に対抗し、核攻撃能力を強化する措置を段階的に講じていく」と警告していた。
　北朝鮮は在韓米軍への地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」配備決定にも強く反発している。ＴＨＡＡＤ配備をめぐっては中ロ両国が反対を表明し、北朝鮮の核・ミサイル脅威を念頭に弾道ミサイル防衛で連携を深める日米韓３カ国との亀裂が浮き彫りになっている。
　北朝鮮が制裁の中、あえて核実験を強行した裏には、こうした足並みの乱れから「結束した対応を取れない」という読みもあるとみられる。（時事通信2016/09/09-12:24）
北朝鮮核実験・識者談話
◇対中関係不調も背景か
　李鍾元・早大大学院教授（朝鮮半島政治・外交）の話　北朝鮮は今年３月、核弾頭の模型を公開し、弾頭の大気圏内への再突入実験成功も発表した。また、金正恩朝鮮労働党委員長は「近く核弾頭爆発実験と核弾頭装着が可能なさまざまな種類の弾道ロケット（ミサイル）試験発射を断行する」と宣言した。ミサイル実験は今年に入り何度もしており、核弾頭爆発実験がいつ行われてもおかしくない状況だった。
　米国の次期政権を意識し、大統領選前の時期にぶつけた。国内的には、９月９日の建国記念日に象徴的な意味を持たせたのだろう。
　中朝間で交渉があったがうまくいかなかった可能性もある。中国はミサイルには最低限の反応しか示さないが、核実験は違う。北朝鮮は核実験をカードに交渉したものの、不調に終わったのではないか。
　北朝鮮は７月６日の政府声明で、条件付きながら、金正恩体制になって言及しなくなった「朝鮮半島非核化」を主張。交渉の姿勢を示したが、米国は同じ日に人権問題で正恩氏を制裁対象に指定した。北朝鮮は「米国の圧力に対抗せざるを得ない」と中国に説明できる口実ができたと判断したのではないか。
　核実験を政治・外交的な手段とみていた故金正日総書記とはパターンが異なり、核実験の周期が短くなっている。正恩氏は核能力の実戦化という軍事的側面に重点を置き、急ピッチに核開発を進めており、交渉プロセスとは関係なく、自らのスケジュールに沿って核実験をしている。経済では大きな実績を作れないので、国際社会の反応はあまり気にせず、核ミサイルの実戦化を実績にしようとしているようだ。
◇技術的に着々と進展
　小田哲三・日本原子力研究開発機構核不拡散・核セキュリティ総合支援センター特任補佐（原子力工学、核実験監視）の話　北朝鮮は核爆発を伴う実験をこれまで数年おきに行ってきたが、今回、今年１月から間隔を置かずに実施した。これは技術的な要因が大きく、ミサイルに搭載するための核開発が着々と進んでいることを示すのではないか。
　爆発実験の合間にもウランやプルトニウムを使わない「流体実験」などは何度も行われている。１月の核実験でミサイルに搭載できるような見通しが立ちつつあり、次のステージに入ったと思う。
　実施のタイミングは国際情勢や、９日の北朝鮮の建国記念日を踏まえたとも考えられるが、北朝鮮にとって貴重な核物質を挑発や示威行動のためだけに使うことは考えにくい。プルトニウムの生産を続けていることは確かだが、技術面で全く無駄なことはしないはずだ。
　爆発の規模が予定通りだったかどうかは現時点では分からず、今後分析が必要だ。
（時事通信2016/09/09-16:12）
平和監視時計をリセット　広島原爆資料館

共同通信2016/9/9 18:45
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北朝鮮の核実験実施で「0」にリセットされた地球平和監視時計の「最後の核実験からの日数」＝9日午後、広島市の原爆資料館　北朝鮮の5回目の核実験を受けて広島市の原爆資料館は9日、地球上で最後に核実験が行われた日からの日数を表示する「地球平和監視時計」の数字を「0」にリセットした。

　資料館1階ロビーで午後4時半、1月に北朝鮮が実施した4回目の核実験以来の日数「247」を表示していた時計を志賀賢治館長が操作し、日数を「0」に戻した。

　志賀館長は操作後に取材に応じ「（時計のリセットは）最もやりたくない仕事だ。世界の指導者はぜひ資料館を訪れ核兵器を使うとどうなるか知ってほしい」と訴えた。

　資料館によると、リセットしたのは2001年8月6日に時計を設置してから23回目。

代表選、蓮舫氏優位強まる…候補予定者票も堅調

読売新聞2016年09月10日 09時13分

　読売新聞社は、民進党代表選（１５日投開票）で投票資格を持つ国政選挙の公認候補予定者（１１８人）と都道府県連幹事長の動向を調べた。

　蓮舫代表代行がいずれでも前原誠司・元外相、玉木雄一郎衆院議員をリードしており、国会議員票だけでなく、地方でも順調に集票している。

　蓮舫氏は、候補予定者の３割超にあたる４０人を固めた。対する前原氏は２１人、玉木氏は７人。「投票先を決めていない」など態度不明は５０人いた。

　代表選は計８４９ポイントで争われる。候補予定者（１人１ポイントで計１１８ポイント）は、国会議員（１人２ポイントで計２９４ポイント）とともに、１回目の投票で過半数を得る候補がいない場合に上位２人で行う決選投票の有権者となる。蓮舫氏が支持を固めた国会議員６３人と候補予定者４０人を合わせると１６６ポイントとなり、決選投票の過半数（２０７ポイント）をうかがう勢いだ。前原氏は９１ポイント、玉木氏は５３ポイントにとどまっている。

　蓮舫氏が先行する情勢に、前原、玉木両陣営では決選投票に持ち込み、「２位３位連合」で対抗する案も出ている。玉木氏は７日の報道各社のインタビューで、「２位３位連合」の可能性について、「あり得る。前回の２０１５年民主党代表選の時もそうだった」と前向きな姿勢を示した。

　ただ、都道府県連幹事長の動向調査でも、蓮舫氏が優位に立っている。県連幹部の意向は、地方議員や党員・サポーターの動向にも波及するだけに、地方票を加えた総ポイント数で蓮舫氏が過半数を得て、１回目の投票で決着する可能性も高まっている。

　前原氏は９日、仙台市での候補者討論会で、「蓮舫さんがトップを走っている。２番じゃ駄目なんですよ。やっぱり１番になりたい」と述べ、蓮舫氏との差が詰まらない状況に焦りをにじませた。

産経新聞2016.9.10 06:00更新 
【ＷＥＢ編集委員のつぶやき】「二重国籍疑惑」で蓮舫氏の発言がぶれまくっている　雑誌の「自分の国籍は台湾」発言は決定的な証拠では？
　民進党代表選に出馬している蓮舫代表代行（４８）の「二重国籍疑惑」がいまだに晴れない。産経ニュースは８日、平成９年に発売された雑誌「ＣＲＥＡ」（文藝春秋）のインタビュー記事で「自分の国籍は台湾」と発言していたことが分かったと報じたが、蓮舫氏はフジテレビなどの取材に「多分、編集の過程で『だった』という部分が省かれてしまった」と釈明したそうだ。記事のチェックは当然していただろうに。
　当時、２９歳の蓮舫氏は「日本のことしか知らないし、日本語しか話せない。それがコンプレックスになっていました。だから自分の国籍は台湾なんですが、父のいた大陸というものを一度、この目で見てみたい、言葉を覚えたいと考えていました」と明言していた。
　ところで今回、何が問題となっているのか整理したい。　
　蓮舫氏は、日本国籍と台湾籍とのいわゆる「二重国籍」でないかとの指摘があり、その疑惑が解消されていない。蓮舫氏は「台湾籍は抜いた」と説明しているが時期はなお不明確だ。
　蓮舫氏は３日のテレビ番組で「高校３年、１８歳で日本人を選んだ」と説明。１日の産経新聞のインタビューでは「『帰化』ではなく、日本国籍の取得だ」とも述べた。
　蓮舫氏は父親が台湾出身で母親は日本人。日本は昭和５９年に国籍法を改正する前は、父親が日本人でなければ、子供は自動的には日本国籍を取得できず、蓮舫氏は自動的に日本国籍保持者とはならず、「中国籍」扱いの台湾籍保持者だったとみられる。
　台湾の「国籍法」は、自己の意思で「国籍」を喪失できる条件を満２０歳と規定、未成年者が「国籍」を喪失するのは、保護者である父親が「国籍」を喪失した場合などに限られる。蓮舫氏は１８歳で日本国籍を取得した時点では、台湾籍を残したままだった可能性があり、「国籍単一」の原則を持つ一国の首相を目指す国会議員として、外国籍を持つか否かは根源的な資質が問われることとなる。
　そして蓮舫氏は６日になって、台湾籍を除籍した時期を「確認が取れない」として除籍手続きを取った。さらに同日の会見では「１８歳で日本人を選んだ」との発言を「１７歳」と修正、「台湾に確認を求めているが、確認が取れない。３１年前のことなので少し時間がかかる」と発言を後退させた。今になってなぜ除籍手続きを行ったか理由も明確にしていない。
　７日になって、蓮舫氏は産経新聞などのインタビューで、昭和６０年１月２１日に日本国籍を取得し、台湾籍の放棄を宣言した時点で、日本の国籍法上「日本人になった」と改めて主張したものの、「台湾籍が実際に除籍されたかを確認したのか」との質問には明確に答えず、除籍が未確認だった可能性も浮上した。
　また、蓮舫氏の国籍手続きを行った父親が台湾籍を離脱していないことも明らかにし、「二重国籍」疑惑はさらに深まっている。
　民進党内にも「政治生命にかかわる話。想像以上に深刻でショック」（閣僚経験者）との声もあるそうだが、どうお答えになるのだろう。産経新聞は９日、中盤情勢として「蓮舫氏が過半数の勢い」と報じたが、疑惑を抱えたままリーダーとなり得るのか、代表選は１５日に迫っている。（黒沢通）
産経新聞2016.9.10 08:03更新 
【民進党代表選】民共共闘で温度差鮮明　前原氏「リセットしないと政権取れない」
　民進党代表選（１５日投開票）で争点となっているのは、岡田克也代表が進めた共産党との共闘路線の是非だ。立候補した蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長の３氏は９日、７月の参院選で民共共闘が最も成功したといわれる宮城選挙区の中心都市、仙台市で公開討論会に臨んだが、今後の共闘のあり方などをめぐっては、温度差が浮き彫りになった。
　「理念や政策や目的で一定の一致がみられるなら、どんな組織も政党も団体も（共闘を）拒まない」
　玉木氏は討論会で、次の衆院選の野党共闘のあり方についてこう指摘。蓮舫氏も「選挙は野党対与党というシンプルな構図が一番」と述べつつ、「目指すべき社会像、国家像をしっかり示し、そのことで候補者をどうするかは他の野党が考えること」と言及した。特に蓮舫氏は、共産党候補の自主的な辞退などを通じ、実質的に選挙協力することも念頭にあるようだ。
　両氏と一線を画したのが前原氏だ。討論会では「今までの（共闘）路線をリセットしないと『共産党主導』といわれ続け、絶対に政権を取れない」と強調。参院選で野党が勝利した東北の５選挙区は、民進党の保守系議員が強い地盤を持つとして「良識的な保守層を取らなければ政権交代できない」と述べ、共闘路線からの脱却を訴えた。
　参院選宮城選挙区では、今年３月に全国に先駆けて旧民主党県連と共産党県委員会が６項目の政策協定を結び、民進党現職の桜井充元財務副大臣が圧勝。桜井氏は共産党の集会に積極的に参加するなど連携を深め、「宮城方式」として共闘の手本とされた。共産党は宮城方式を衆院選でも継続したい考えだ。共産党宮城県委員会の中島康博委員長は「野党共闘が実現すれば、県内の衆院全６選挙区中、３選挙区で議席を確保できる」とそろばんをはじく。
　民進党の宮城県議は「共産党との連携は社会を変えるための手段の一つとしてありうる」と断言。前原氏が訴えた危機感は、共産票の“うまみ”を知った現場では広がりに欠けている。（千田恒弥）
山口代表が５選＝井上幹事長の続投示唆－公明


公明党代表選に立候補し、記者会見する山口那津男代表＝９日午後、東京都新宿区の同党本部
　公明党の山口那津男代表（６４）の任期満了に伴う党代表選が９日午後、告示された。山口氏以外に立候補の届け出はなく、同氏の無投票５選が確定した。この後、山口氏は記者会見し、幹事長人事について「自民党幹事長との関係が、最も重視すべきポイントだ。長年の政治経験が物を言う場面も多い」と述べ、井上義久幹事長（６９）の続投を示唆した。
　１７日の党大会で正式に選出される。新たな任期は２０１８年９月までの２年間。代表の５選は、公明党が１９９８年に再結成して以降、神崎武法氏の４選を抜き最多。世代交代が進まないとの指摘に関し、山口氏は「後継体制をつくる正念場の２年間になる」と述べ、後継者の育成に意欲を示した。　
　一方、山口氏は憲法改正について、「今は（政党間で）何らの合意も見いだしがたい状況だ」と述べ、慎重な論議を求めた。憲法９条に関しては「平和安全法制の（制定）過程で、解釈の限界を突き詰めた。それを自己否定するような議論は必要ない」として、改正に否定的な考えを改めて示した。（時事通信2016/09/09-18:46）
公明・山口代表が5選確定　17日党大会で正式承認

共同通信2016/9/9 17:09

公明党代表選で5選が確定し、記者会見する山口代表＝9日午後、東京都新宿区の党本部　任期満了に伴う公明党代表選は9日午後、立候補の受け付けが締め切られ、ただ一人届け出た山口那津男代表（64）の5選が確定した。17日に東京都内で開く党大会で正式承認される。任期は2018年9月までの2年間。山口氏は井上義久幹事長（69）の処遇を含め、新執行部の人選を急ぐ考えだ。

　次期衆院選や、来年夏の東京都議選への対応が焦点となる。連立を組む自民党との間では、安倍晋三首相（自民党総裁）が26日召集の臨時国会から加速を狙う憲法改正の論議とどう向き合うかが当面の課題だ。

　山口氏は09年9月、太田昭宏前代表（前国土交通相）の後継として代表に就任した。

公明・山口代表５選、幹事長は井上氏の留任示唆

読売新聞2016年09月09日 22時09分

　公明党の山口那津男代表（６４）の任期満了に伴う党代表選が９日、告示された。

　山口氏以外に立候補の届け出はなく、山口氏の５選が決まった。１７日の党大会で信任投票が行われ、正式に承認される。任期は２０１８年９月までの２年間。

　山口氏は届け出後の記者会見で、幹事長人事について「井上幹事長が果たしてきた役割は非常に重要だ」と述べ、井上氏の留任を示唆した。党幹部の世代交代については、「（５期目は）後継の体制を作る正念場の２年間になる」と語り、後継者育成に努めていく考えを示した。

公明党 　代表５選の山口氏、政策課題山積　憲法改正、選挙制度
毎日新聞2016年9月10日　東京朝刊
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　９日に５選が決まった公明党の山口那津男代表は、２０１８年９月までの任期中に憲法改正など重い課題と向き合うことになる。安倍晋三首相（自民党総裁）とは良好な関係を維持しているが、首相が目指す在任中の憲法改正で歩調が合うかは不透明だ。 
　「与党も野党もなく国会で議論を深めることが重要だ。野党第１党を含む幅広い合意形成が望ましい」。山口氏は９日の記者会見でこう語り、憲法改正で民進党の意向を重視すべきだとの立場を改めて強調した。 
　公明は現行憲法を評価し、時代に応じて必要な条項を書き加える「加憲」の立場だが、具体的にどの項目から議論を始めるかは明確にしていない。 
　一方、自民内には公明が１４年衆院選公約に盛り込んだ自衛隊の存在を明記する「９条加憲」で合意を得る期待がある。公明内にも理解する声があるが、山口氏は「安全保障関連法の制定で９条をいじる必要性はなくなった」と否定的で、党内の温度差が表面化する可能性がある。 
　１９年１０月の消費税率引き上げに合わせて導入される軽減税率は、公明の主張で対象品目が拡大した。それでも約１兆円の減収分の財源確保の議論は棚上げされたままだ。打開策は見つかっておらず、今後の与党協議の難航は避けられない。 
　参院の「１票の格差」を是正する選挙制度改革も、１５年の改革では「合区」の数を巡り自公両党の溝が埋まらなかった。１９年参院選に向けた与野党協議で対立が再燃する恐れもある。【高橋克哉】 
山口・公明代表、初の５選　「政策、果断に実行」 
日経新聞2016/9/9 21:06
　公明党の山口那津男代表は９日、任期満了に伴う党代表選に立候補し、無投票で５選が決まった。同日の記者会見で、７月の参院選で過去最多に並ぶ議席を獲得したことに触れ「党勢の着実な拡大をうけ、いま取り組む施策を果断に実行したい」と強調。「連立政権を安定的に運営することが最優先だ」と抱負を語った。井上義久幹事長ら主要幹部は続投する方向だ。
　17日に都内で開く党大会で正式に承認される。山口氏は2009年衆院選で当時の太田昭宏代表が落選後、後任に就任。1998年の公明党再結成後、これまでは神崎武法氏の４選が最多で５選は初めてとなる。任期は18年９月までの２年で、異例の長期体制となる。
　党内には後継者不足を指摘する声が多く、世代交代に課題を抱える。山口氏は「新しい力をどう最大限発揮するか、後継者も多数育成したい」と指摘。「後継体制をつくる正念場の２年になる」と決意を示した。
　26日召集の臨時国会では、安倍晋三首相が意欲を示す憲法改正論議も焦点となる。「各党がどう臨むかを国民に示しながら、議論を深めるべきだ。いまは何ら合意を見いだしがたい状況だ」と述べ、慎重に進めるべきだとの考えを示した。
しんぶん赤旗2016年9月10日(土)

ＡＳＥＡＮ首脳会議　南シナ海での領有権問題めぐり　問われた中心性・結束・信頼性

　９月６日から３日間、ラオスの首都ビエンチャンで開催された第２８・２９回東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）首脳会議と関連会議では、南シナ海での領有権問題をめぐり、ＡＳＥＡＮの「中心性」「結束」「信頼性」が大きく問われました。（ビエンチャン＝松本眞志　写真も）
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（写真）第28・29回東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）首脳会談のオープニングセレモニーで、壇上にならんだ各国首脳＝６日、ビエンチャン


　今年７月のＡＳＥＡＮ外相会議と同様、首脳会議では、中国の南シナ海における主張を否定した常設仲裁裁判所判決がどう扱われるか注目されました。各国首脳はこの問題での意見の相違を考慮し、議長声明で判決にはふれませんでした。

　しかし中国を念頭に「信頼と信用を損ない、緊張を高め、域内の平和と安全、安定を揺るがしている」と指摘し、ＡＳＥＡＮ内の「複数の首脳の懸念」を示して国連海洋法を含む国際法による平和的解決を強調。判決には触れずに、実質的に中国に対し厳しい内容を盛り込みました。

分裂回避を

　７日の首脳会議でシンガポールのリー・シェンロン首相は、「南シナ海問題はＡＳＥＡＮの結束と信頼性のバロメーターだ」と強調。「結束と信頼性こそがＡＳＥＡＮの実際的価値を維持し、世界の諸問題におけるＡＳＥＡＮの比重を高めている」と述べ、「意見の相違による分裂は回避しなければならない」と訴えました。

　議長声明の採択は、ＡＳＥＡＮ各国首脳が全会一致の原則と結束、地域的枠組みでの「中心性」や「信頼性」を重視した結果でした。

　オバマ米大統領は８日のＡＳＥＡＮ米首脳会議で、「判決は拘束力を持つ」と主張し、中国に対し「これを順守すべきだ」と訴えました。

　これに対し、ＡＳＥＡＮのレ・ルオン・ミン事務局長は「米中両国ともＡＳＥＡＮの重要なパートナーだ」と述べ、「ＡＳＥＡＮはどちらの側にも立たない」と慎重な対応を示しました。

中国の態度

　一方中国は、紛争解決のための指針「南シナ海行動宣言（ＤＯＣ）」への積極的取り組みと、２０１７年上半期の「同行動規範（ＣＯＣ）」枠組み草案の合意という誓約を余儀なくされています。

　７日に行われたＡＳＥＡＮ中国首脳会議では、共同声明で海洋緊急時における「海上衝突回避規範（ＣＵＥＳ）」と域内国外交高官間の「ホットライン」開設の指針も確認しました。

　ただ中国は、表向きの「変化」とは裏腹に、いまでも紛争海域での埋め立て工事や人工島の造成、滑走路建設などの挑発的行動のほか、サンゴ礁や海洋生物の生息地破壊などの環境破壊を継続しています。

アジア政党会議に参加して
公明新聞：2010年7月22日（木）付

会議で意見表明する遠山氏（左）＝17日
手記　党国際局長　遠山清彦（衆院議員）
急拡大する貧富の格差
ODAの活用など貧困削減へ貢献を決意 
私は、7月17日から18日に、中国雲南省昆明市で開催された「貧困削減に関する第13回アジア政党会議（ICAPP）」に、公明党を代表して参加させていただいた。以下、概要を報告する。
今回の会議には、約30カ国のアジア諸国から約60の政党代表者が参加し、「貧困削減」をテーマに現状と課題、解決するための方策について発表した。また、会議の最後には、「アジア貧困対策基金」や「アジア・マイクロファイナンス基金」の創設などを盛り込んだ「貧困削減のための昆明宣言」を採択した。
アジア諸国の多く（日本を除く）は、国際社会の様々なマイナス要因となる事象があるにも関わらず、21世紀に入ってからも5?10％の国内総生産（GDP）成長率を維持しており、その結果として貧困人口は減少してきている。国連も2007年の中間報告で、ミレニアム開発目標（MDG）の第1項目「2015年までに絶対貧困人口を半減させる」について、アジアは順調に改善していると評価している。
しかしながら、中国やインドなどは10億人超の巨大な人口を抱えるため、いまだ億単位の貧困層が存在している。また、急激な経済成長の恩恵は都市部に集中し、農村地域との貧富の格差も急激に拡大しており、アジア各国では国内の格差是正対策の強化が強く求められている。
実際、今回の会議の前に、昆明や重慶などの中国西南部の都市の実情を視察する機会があったが、格差拡大の事実は、市民の生活模様の中にはっきりと見て取ることができた。重慶の中心部は高層ビルが林立し「陸の香港」の様であり、昆明も小規模ながら中心部にはブランドショップが入る高級百貨店が並んでいた。しかし、庶民の居住区の一部は、かなり劣悪である。
私の発表では、これらのことを念頭に、以下の点について言及した。
（1）アジア域内の貧困削減を多国間で進めるために、新たな基金を創設することには賛同する（2）日本の過去の政府開発援助（ODA）事業の特徴を紹介し、今後の貧困削減努力に役立たせることを提案（特に、社会経済インフラ整備、民間投資促進のための戦略性、農業の生産性向上、人材育成事業の展開を強調）（3）政党の政治教育機能の充実による国民への貧困削減の重要性の周知努力（4）アジア経済成長を促進するためのイニシアチブ（昨年4月に日本政府発表）の着実な実行によるアジアの貧困削減への貢献。
今回の会議参加を契機に、公明党国際局としても、貧困削減の問題に一層努力し、国際社会で意見発信していく決意だ。
アジア国際政党会議に参加して
公明新聞：2011年12月24日（土）付
公明党のネットワーク力の秀逸さを確信
手記 秋野公造参院議員
今秋、中国広西壮（チワン）族自治区の首都南寧市にて開催された「アジア国際政党会議（ICAPP）」に、公明党を代表して参加しました。

アジア国際政党会議に参加した秋野氏（右）
広西自治区はベトナム国境に接し、日本の3分の2くらいの土地に約5000万人が暮らしています。55の少数民族の一つである壮族が人口の約3分の1を占め、発展著しい地域の一つです。
今回の会議のテーマは「発展と人々へのアクセス—経済発展の果実を人々へ」でした。
各国の各政党がそれぞれの立場で発表しましたが、私からは、まずは東日本大震災におけるアジア各国からの支援に対し御礼を申し上げた上で、震災からの復旧・復興に必要なことは、まさに会議のテーマの本質であるとして、公明党の取り組みを中心にスピーチしました。
震災対策に当たって公明党は、与野党の枠を超え、これまで621項目にわたる14回の申し入れを行い、11の議員立法をリードして成立させてきました（8月末時点）。その実績は誇るべきものであり、これからも党員・支持者の皆さまと国・地方議員とのネットワーク力で復興を成し遂げていく決意を表明しました。
当然のことながら、どの国にも中央政府と地方自治体の行政における連携は存在します。しかしながら、わが国にネットワーク力のある政党が公明党以外に存在しないように、当会議においても議会のネットワーク力については、さほど議論されることもなく、一人の人を大切に現場第一主義を伝統とする公明党のネットワーク力はアジアにおいても秀逸したものであることを確信しました。そして、このネットワーク力をさらに強力なものにするためには、一人一人の議員力をつけていくことが肝要であると実感しました。
この会議に参加した各国の議員には、日本語を話せる方が数多くいました。今回の出会いを大切に、各国の皆さまとも真の対話ができる力を付けていきたい。
そして、公明党議員の誇りを胸に、皆さまのお役に立つことのできる力を付けていきたいと決意し、帰国しました。


鈴木馨祐　2013年05月31日 21:51
アジア政党会議に見る中国のしたたかさ
　５月２９日の午後から、中国の西安で開催されたアジア政党会議（ICAPP）に自民党より派遣され出席し先ほど帰国しました。またその場で、共産党の外交担当部局である[image: image1.jpg]


中共対外連絡部の高官とも日中関係等につき会談も行いました。会談や経済発展と環境問題をテーマとした会議の中身はさておき、今回目にしたものは、ある意味中国を考える上でとても考えさせられるものだったので、今日はその点についてここに書かせていただきたいと思います。
　まず一点目。「アジア」政党会議にも関わらず、アフリカやラテンアメリカの国々からも出席があったこと。そして、二点目。迎賓館での宿泊を提供し、非常に立派な大会堂で李源潮国家副主席との会議をセットし、かつ出席した政治家全員に李副主席と握手させ写真を撮影する機会を設定していたこと。三点目として、会議の裏番組として、中共中央対外連絡部幹部との個別のミーティングをセットしていたこと。そしてセットされていた視察では中国の経済発展のモデルハウスのような村の視察がされていたらしいこと（私は会議にしか参加していないので行った参加者から聞いた話ですが）。
　おそらくこれらがアジアやアフリカの国々の政治家に与えるインパクトはそれなりのものがあろうと思われます。かつての冊封体制を彷彿とさせるまさに中国の伝統的なお家芸と言ってもいいテクニックではないでしょうか。
　確かに会議の運営自体は厳重な警戒態勢で行われていながらも、ロジ・段取り的には、日本などの先進国の目から見ればまだまだ粗いところも多かったものの、しかし、中国外交のしたたかさを垣間みる気分になったのも事実です。
　様々な場面で途上国グループを作りその盟主として行動する、あるいは上海協力機構やアフリカへのコミットメントのように様々なチャンネルを活用して国際的な政治力発信力を高めるやり方が目立つ最近の中国。今回の会議もかつては小規模な地味だった会議が中国主催で非常に大規模なものとなっていた裏には、こうしたグループ形成の中で首脳レベルだけではなく、一般の政治家レベルの取り込みを図るフォローアップをしてがっちりとその国をつかむ、という思惑が透けて見えるような気がします。
　そしてその成果か、中国と関係が深い国からは元首クラスも参加していて、いつの間にか会議自体が中国の主導のもとの会議とのムードとなっていたのも印象的でした。
　日本がこの政治力に対抗しながら、国際社会で中国に法の支配や国際法の尊重を求めていくには相当の戦略と連携が必要だと改めて痛感した次第です。外交は国政が担う最重要テーマの一つです。今後ともしっかりと頑張っていきたいと思います。
社民、衆院選５議席目指す＝参院選総括に地方から不満
　社民党は９日、地方組織を集めた全国代表者会議を東京都内で開き、次期衆院選について「５議席以上の獲得を目指す」との闘争方針を決定した。また、吉田忠智党首が落選した７月の参院選に関し「政党色が出せなかった」と敗因分析した総括文書を了承。吉田党首の続投も報告された。　
　総括文書は、候補者擁立の目標を達成できなかった地方組織があったとして「決めたことが守られなければ敗北は自明」と厳しく指摘。吉田氏が５月に「民進党との合流も選択肢」と発言したことに触れ、「選挙に悪影響を及ぼしたかどうかは一概に判断できない」との見解を示した。
　会議は公開の場で行われた。地方側からは「負けた責任は党執行部に全くなく、戦犯は候補者を擁立しなかった県連や党員なのか」と不満の声が上がり、又市征治幹事長が「失礼千万だ」と声を荒らげる場面もあった。（2016/09/09-18:26）
社民党 衆院選で５議席以上の獲得目指す
NHK9月9日 20時36分
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社民党は、９日東京都内で、地方組織の幹部らを集めた会合を開き、次の衆議院選挙に向けて、民進党などとの野党４党の連携の枠組みを維持して候補者の調整を進め、５議席以上の獲得を目指すなどとした活動方針を決めました。
この中で吉田党首は「国会の議席を失った人間が党首を続けることは異例の事態だが、きたるべき衆議院選挙で党の議席を積み上げ、私自身もけん土重来を期したい」と述べ、党勢回復に全力で取り組む決意を示しました。
そして、会議では次の衆議院選挙に向けて、民進党、共産党、生活の党との野党４党の連携の枠組みを維持して候補者の調整を進め、５議席以上の獲得を目指すなどとした活動方針を決めました。
このあと吉田氏は記者会見で、「社民党が、次の衆議院選挙で、野党連携の要石の役割を果たし野党候補の一本化や、すみ分けに最大限の努力をしていきたい」と述べました。
基地負担の軽減要望＝沖縄知事ら
　沖縄県の米軍基地を抱える自治体首長でつくる「県軍用地転用促進・基地問題協議会」のメンバーは９日、首相官邸で菅義偉官房長官と面会し、会長の翁長雄志知事が沖縄の基地負担の軽減を求める要請書を手渡した。菅氏は「しっかり受け止める」と述べた。
　県側は要請書で米軍普天間飛行場（宜野湾市）の県外移設やオスプレイ訓練移転の着実な推進、日米地位協定の抜本的見直しなどを求めた。面会後、翁長氏は記者団に「（政府の）努力に期待しつつ、一つずつ注視していく」と語った。　（時事通信2016/09/09-16:10）
政府焦り〝最終手段〟　沖縄・北部訓練場、きょうにもヘリで重機空輸

琉球新報2016年9月9日 05:09 
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　沖縄県の東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のヘリパッド建設工事で、沖縄防衛局は９日にも工事用重機を民間の大型特殊ヘリで運搬する。防衛省は抗議する市民を排除した上で建設現場の「Ｇ地区」「Ｈ地区」に重機を運び入れることも検討していたが、東村から混乱を避けるために村道を使用しないよう求められたことも重なり、空輸という“最終手段”に踏み切る。来年３月からはノグチゲラの営巣期で６月末まで工事を中断しなければならず「なんとしても２月までには工事を終えたい」（防衛省関係者）との焦りが背景にある。
　市民の激しい抗議運動に直面する中で、工事の進捗（しんちょく）を左右する重機を空輸する政府の手法は、文字通り頭越しの対応となる。
　２年ぶりに再開した移設工事について、政府は県外から約５００人の機動隊を投入し、反対運動に対峙（たいじ）してきた。ノグチゲラの営巣期に入る３月から６月末まで工事を再度停止した場合、「いったん県外に戻った機動隊をもう一度派遣するなど労力と費用の負担が大き過ぎる」（防衛省関係者）ため、一気に工事を進めたい考えだ。
　現場では政治的に中立を求められる警察が工事の作業員を基地内に輸送する事態も発生している。政府は重機の空
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ロープ付きの重機を運ぶトレーラー＝８日、沖縄県東村高江の米軍北部訓練場メインゲート付近
輸に陸上自衛隊ヘリを投入することも検討しており、“本来業務”を逸脱するような形で、あらゆる機関が工事に投入される事態となっている。
　ただ自衛隊ヘリによる重機輸送は、当事者の自衛隊からも抵抗が強い。ある防衛省関係者は「陸自は沖縄に配備された当時は反対運動に直面したが、不発弾の撤去や急患輸送などで少しずつ支持を得てきた部分もある。工事に協力すれば『米軍との一体化』などと批判の矛先が向かいかねない」と吐露する。「陸自は宮古島と石垣への新たな配備も計画している」（同）中で、県民の反発が強い米軍施設建設に協力することで、批判が飛び火する政治的リスクを避けたいのが本音だ。
　県は北部訓練場の部分返還につながるとして、ヘリパッドの移設自体には反対していない。ただヘリパッドで県が配備に反対しているＭＶ２２オスプレイが運用されることや、機動隊を大量投入する形の工事は県民との対話を遮断するとして「政府の強引な手法には反対だ。オスプレイ運用の疑問も残り容認できない」（県幹部）と批判してきた。
　一方、ヘリによる重機輸送について県は「現段階でどのような影響が出るかは分からず、地元東村と国頭村の意見も参考にする必要がある」（別の県幹部）と静観の構えで、今後の成り行きを注視している。
（島袋良太）
しんぶん赤旗2016年9月10日(土)

ヘリパッド建設で重機空輸　沖縄県民らの抗議の中

　沖縄県の東村と国頭村にまたがる米軍北部訓練場のヘリパッド（垂直離着陸機オスプレイ用の着陸帯）建設で、防衛省沖縄防衛局は９日、Ｇ地区とＨ地区の着陸帯建設に向け、ヘリコプターを使い工事用の重機や資材を空輸しました。反対行動に取り組む県民らは、「手段を選ばず民意を踏みにじるやり方は許せない」と反発の声をあげました。

　午前中降り続いた大雨があがった午後２時半すぎから、大型の特殊ヘリが５回にわたり重機と資材を搬入するのが、揚水発電所前から確認されました。
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（写真）重機をつり下げて運搬するヘリコプター＝９日、沖縄県東村


　防衛局が県に提出した「環境影響評価検討図書」では、「ヘリコプターによる資機材等の運搬は、工事の初期段階において全体で２０回程度、１日あたりの運搬回数は５回以下」、「それぞれの運搬先及び運搬回数はＧ地区の着陸帯が２回程度、Ｈ地区近傍の作業ヤードが１８回程度の合計２０回程度を予定している」としており、この日空輸したのはＨ地区近くの作業ヤードとみられます。

　沖縄平和市民連絡会の北上田毅さんは、「ありとあらゆる手段で県民を押しつぶそうという意図が露骨」と批判。一方で「アメリカとの約束といわれている２月末までに完成させようとすれば、９月１日からＧとＨでも着工していなければならなかったができていない。工期がかなり遅れている｣との見方を示しました｡

　宜野湾市の女性（６６）は「反対運動に押されて切羽詰まっていると思うが、ここまで強引にやるとは許せない」と憤りました。

　同日、通称「Ｎ１裏」の里道での赤土流出状況について、県北部保健所の職員が確認に訪れました。


しんぶん赤旗2016年9月10日(土)

ヘリパッド建設　高江　強権発動に抗議　有識者ら共同声明

　安倍政権が機動隊を大量投入して、沖縄県東村高江での米軍ヘリパッド（着陸帯）建設工事を強行し、民主主義を侵害する事態が続いています。これに抗議し、直ちに強権発動を中止するよう求める共同声明を９日、全国の学者・研究者など有識者があげました。
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（写真）共同声明を発表する有識者。あいさつする宮本大阪市立大学名誉教授＝９日、国会内


　共同声明に賛同をこの日までに寄せたのは作家の大江健三郎氏ら１８２人。

　共同声明は、辺野古米軍基地建設反対、高江ヘリパッド建設反対の抗議行動をする市民に対して、機動隊が強圧的な排除行為を行い、多数のけが人が続出していることを批判。(1)基本的人権の乱暴な蹂躙（じゅうりん）を続けさせてはならない(2)沖縄の自治と自立の侵害は許されない(3)貴重な自然環境を破壊してはならない(4)沖縄、日本、アジアの平和を脅かしてはならない、という四つの観点から、安倍政権に強権発動を直ちに中止するよう求めています。

　同日、国会内で行われた記者会見には、「普天間・辺野古問題を考える会」代表の宮本憲一大阪市立大学名誉教授ら８人が参加しました。

　宮本氏は、「安倍首相は国際会議などで日本のことを『民主主義』『法治国家』『環境先進国』などと誇るが、沖縄で行っていることはまったく反している｣と批判しました｡

　香山リカ立教大学教授は、先週高江の抗議行動に参加した際、機動隊によって車から降ろされ、３時間その場にとどめられた体験を報告。「こんなことが東京や大阪で起きれば人権問題として大騒ぎになる。沖縄だからと見逃すとすれば、構造的な差別だ」と訴えました。

　同「考える会」は共同声明への賛同署名をインターネットで募集するとしています。

　第１次締め切りは１０月１０日。賛同フォームのサイトはhttp://goo.gl/51odu3
18歳51％、19歳42％　参院選投票率
共同通信2016/9/9 20:52

　総務省は9日、7月の参院選で新たに有権者となった18、19歳全員（約240万人）の投票率（選挙区）を調査した結果、18歳は51.28％、19歳は42.30％、18歳と19歳を合わせた投票率は46.78％だったと発表した。都道府県別で最も高かったのは東京、最低は高知で、都市部が高く、地方が低い傾向が表れた。

　地方出身者が住民票を実家に残したまま進学や就職で都市圏に引っ越し、投票に行かなかったケースや、隣接県を統合して一つの選挙区にする「合区」などが原因として考えられそうだ。

１８・１９歳の投票率４６．７８％　首位は東京　参院選
朝日新聞デジタル2016年9月9日19時31分
　総務省は９日、７月の参院選から新たに国政選挙の選挙権を得た１８、１９歳の投票率が４６・７８％だったと発表した。年齢別では１８歳が５１・２８％、１９歳が４２・３０％。いずれも全体の投票率５４・７０％を下回った。７月に抽出調査の結果を公表していたが、全投票者について調べた。
　１８、１９歳の都道府県別の投票率は、東京が５７・８４％で最も高く、神奈川の５４・７０％、愛知の５３・７７％が続いた。逆に低かったのは、高知の３０・９３％に宮崎の３３・６１％、愛媛の３５・７８％。１４県で３０％台だった。年齢別に見ると高知、宮崎、愛媛の１９歳が２０％台にとどまった。
　１８、１９歳の有権者計１万１４８０人の抽出調査では、投票率は４５・４５％で、１８歳５１・１７％、１９歳３９・６６％だった。
７月の参院選投票率、18歳51％・19歳42％　総務省が全員調査 
　総務省は９日、７月の参院選で新たに有権者となった18～19歳の投票率が46.78％だったと発表した。18歳は51.28％、19歳は42.30％だった。全国の対象者239万人全員について調査した。18～19歳は有権者全体の投票率の54.70％より、約８ポイント低かった。高知や宮崎など西日本を中心に14県で投票率が30％台にとどまった。
　参院選は国政選挙で初めて選挙権が「18歳以上」に引き下げられた。全体の0.5％の有権者を対象にした抽出調査は既に公表していたが、詳細なデータを得るため全員調査を実施した。
　18歳に比べて19歳の投票率が低かった原因は「大学進学などで住民票を移さず親元を離れた人が、あまり投票しなかった」と指摘する声がある。
　都道府県別に18～19歳の投票率を見ると、最高は東京都の57.84％、最低は高知県の30.93％。
　総務省は20歳以上の年齢別投票率も一部の有権者を抽出して調査した。20～24歳は33.21％、25～29歳は37.91％、30～34歳は41.85％で、18～19歳は若年層では最も高い水準だった。70～74歳は73.67％、65～69歳は71.65％と７割超だった。
１８歳と１９歳の投票率 ４６．７８％ 地域で大きな差
NHK9月9日 15時27分
７月に行われた参議院選挙で新たに有権者となった１８歳と１９歳の投票率は全国の平均で４６．７８％で、都道府県別では最も高かった東京都と最も低かった高知県の差が２７ポイントとなるなど、地域によって大きな差があったことがわかりました。
総務省のまとめによりますと、７月に行われた参議院選挙で新たに有権者となった１８歳と１９歳の投票率は全国の平均で４６．７８％で、すべての年代の確定投票率５４．７０％に比べ７．９２ポイント低くなっています。
このうち、１８歳の投票率は５１．２８％、１９歳の投票率は４２．３０％で、１８歳の投票率が１９歳の投票率を８．９８ポイント上回っています。
都道府県別に見ますと、１８歳と１９歳の投票率が最も高かったのは東京都で５７．８４％、次いで神奈川県が５４．７０％、愛知県が５３．７７％となるなど、比較的都市部を中心に高くなっています。
一方、最も低かったのは高知県が３０．９３％、次いで宮崎県が３３．６１％、愛媛県が３５．７８％で、最も高かった東京都と最も低かった高知県の差が２７ポイントとなるなど、地域によって大きな差があったことがわかりました。
総務省は、今後投票率が低かった年代や地域の投票率をどう向上させていくか、さらに検討していくことにしています。
「大好き憲法９条」風船９９個、９月９日９時９分に空へ
朝日新聞デジタル堺謙一郎2016年9月9日19時23分

９日午前９時９分、「大好き憲法９条」と書かれた風船９９個を飛ばした＝福岡県大牟田市
　９月９日午前９時９分に風船９９個を飛ばし、憲法９条の擁護を訴える催しを、福岡県大牟田市の医療法人「親仁会」が開いた。今年で１０回目。
　色とりどりの風船を、病院関係者や保育園児らが一斉に秋空高く飛ばした。これまでに最も遠い所では、熊本県の黒川温泉近くまで飛んだこともある。
　「大好き憲法９条」と書かれた風船は、落ちた後に有機分解する特注品。クリーンなＰＲを目指した。風船は朽ちても「９条愛は永遠」と関係者。（堺謙一郎）
「戦争展」政治的ですか？　福岡市の後援撤回問題を考える [福岡県]
西日本新聞2016年09月08日 00時04分 
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８月に開かれた「平和のための戦争展」。風刺漫画に「げんぱつはだめよだめ」などと記されていた＝８月２３日、福岡市中央区写真を見る
　福岡市の市民団体主催の「平和のための戦争展」（８月２３～２８日）について、福岡市が「展示内容に政治的主張が含まれる」として、いったん承諾した名義後援を取り消した。「行政の政治的中立性が保てない」というのが最大の理由だが、今夏に同様の戦争展を後援したさいたま市は「賛否の分かれるテーマは、展示を通じて議論を深めてほしい」と異なる見解を示す。中立とは何か、賛否の割れる課題への意見表明は「政治的」なのかを考える。
　福岡市の戦争展は戦後５０年の１９９５年、教訓を風化させないため平和、国際など各分野の市民団体が連携して始めた。公共施設にチラシを置くため数年前から市に後援を求めている。
　市総務課によると、２０１２～１４年は後援したが、昨年は展示予定の漫画にあった「原発再稼働反対」の表現などが「特定の主義主張に立つ」として不承諾。今年は当初、団体の申請に基づき「内容を改めた」として後援を認めたが、職員が会場で「戦争法廃止」「ＴＰＰ批准阻止」など少なくとも８点の違反を確認したとして後援を取り消した。この中では、模造紙に書かれた「核も原発もいらない！被爆者の願い」の文字のうち「原発もいらない！」の部分も違反とされた。
　高島宗一郎市長は６日の会見で「どんな催事を行うのも自由だが、市の後援となれば一定の中立性を保つ必要がある。（主催者には）具体例を示し、偏った内容の展示はないとの説明を受けており、虚偽の申請と言わざるを得ない」との見解を示した。市側は「申請段階で原発、安保、消費税、憲法に関する主義主張はないかと確認していた」と説明する。
　一方、市民団体側は「具体的事例は聞かれておらず、署名と寄付行為、特定の政党や宗教を支持していないか、という確認だった」と主張。約２５０点の展示の大半は、憲法の歴史や核兵器の恐ろしさを伝える内容だといい、市が「違反」とした８点の多くは、参加した市民が「平和に対する感想、意見」を自由に持ち寄れるコーナーに展示されたものだった。展示会運営委員長の石村善治福岡大名誉教授は「特定の政党や政治家を支持する内容はなく、憲法や平和を守る立場からの展示物だ」と訴える。
　「政治的中立」を理由に自治体が集会の施設使用や展示会の後援を断るケースは各地で起きている。７月３０日～８月１日、さいたま市で開かれた「平和のための埼玉の戦争展」では、実行委員会が県内の全自治体に後援を申請。回答を寄せたうち３自治体は断ったが、１７自治体・市教育委員会は承諾した。安保法や原発に批判的なパネルも並んだという。
　後援したさいたま市総務課は「バランスのいい展示が望ましいが、賛成、反対どちらの立場ということで後援を拒むことはない」と話した。
■市の対応は妥当だ
　八木秀次麗沢大教授（憲法学）の話　名義後援を出せば市が主張を認めたことになる。政治的中立を求めるのは当然で、市の対応は妥当だ。市の定めた後援の承諾基準に反した展示があるならば、法令を順守するかどうかの問題であり、言論の自由の領域にはあたらない。
■物言えぬ社会懸念
　服部孝章立教大名誉教授（メディア法）の話　人権侵害のヘイトスピーチとは違い、原発や安保法など賛否が割れる社会問題への意見を示しただけだ。市の対応は過剰で、市民が物を言いにくい社会につながりかねない。政治的主張というなら、何が政治的なのかを丁寧に説明するべきだ。
「朝鮮人殺害」の記述削除を検討　横浜市の中学生向け副読本

共同通信2016/9/9 20:41

　横浜市立中学校向けの副読本の原稿案から、昨年まで掲載していた「関東大震災直後の朝鮮人殺害」の記述が削除されていることが9日、分かった。市民団体関係者が情報公開請求で入手した。

　市教育委員会は「削除して原稿を作成したが、最終的にどうするかは検討中」としている。

　市教委によると、昨年度に配られた副読本「わかるヨコハマ」では「自警団の中に朝鮮人を殺害する行為に走るものがいた」と記述していた。

　市民団体「歴史を学ぶ市民の会・神奈川」によると、6月に入手した年内に配布予定の副読本の原稿案には、この記述がなくなっていた。

川内原発の即時停止、九電改めて拒否　鹿児島知事に回答
朝日新聞デジタル2016年9月9日16時44分
　九州電力の瓜生（うりう）道明社長は９日、鹿児島県庁で三反園訓（みたぞのさとし）知事に対し、再要請されていた川内原発（鹿児島県薩摩川内市）の即時停止や安全性の再点検についての対応方針を回答した。即時停止については改めて拒否した。一方で住民の避難用に使う福祉車両を増やすことや避難道の整備に協力することを追加の「安全対策」として打ち出し、原発の稼働に理解を求めた。
　九電は５日、三反園知事による川内原発の即時停止要請に応じず、１０月以降に予定する定期検査とは別に追加の「特別点検」を実施する方針を伝えた。これに対して三反園知事は「極めて遺憾」と批判し、７日に改めて、直ちに停止するよう再要請していた。
鹿児島知事、即時停止要請を事実上取り下げへ　川内原発 
日経新聞2016/9/9 17:25


回答書を三反園知事(右)に手渡す九電の瓜生社長（９日午後、鹿児島県庁）
　鹿児島県の三反園訓知事は９日、九州電力川内原子力発電所（鹿児島県）の即時停止要請を事実上取り下げる考えを示した。10月６日から始まる定期検査の際に「専門家らとともに自分の目で確かめて検証していきたい」と述べた。
　９日午後、鹿児島県庁で九電の瓜生道明社長から即時停止の再要請に応じないとの回答を受けた後、「現実問題として進まなかったらどうなんでしょうか。時間がないなかで何回要請してもいいが、結論は同じかもしれない」と記者団に語った。即時停止を重ねて要請してきた三反園知事が軟化する姿勢を見せたことで、一連の騒動は収束に向かう可能性がある。
しんぶん赤旗2016年9月10日(土)

九電、原発停止また拒否　鹿児島知事「今後もさまざま要請」

　九州電力の瓜生道明（うりうみちあき）社長は９日、鹿児島県庁を訪れ、三反園訓（みたぞのさとし）知事に対し、７日に再要請を受けた川内（せんだい）原発１・２号機（同県薩摩川内市）の即時一時停止に応じないと回答しました。

　瓜生社長は、道路の避難体制の充実に向けた支援策や福祉車両配備の追加、定期検査前に実施可能な特別点検を回答書に盛り込んだことをあげ、「私どもは知事の県民の皆さんの不安軽減につながる政策をしっかりやってほしいということに対してお応えした」としました。

　回答書を受け取った三反園知事は、「私は、熊本地震を受けてできるだけ早く原発を停止して、再点検・再検証すべきだと強く強く強く要請してきた。この回答書は極めて残念でならない」と語りました。

　面会後、三反園知事は記者団に対し､｢定期検査の前に特別検査をやるのであれば、専門家を交え、本当に安全なのかどうか自分の目で確かめて検証していきたい」とのべました。

　さらに「これからもさまざまな要請をしていきたい」「議会での理解が得られ次第、できるだけ早く検討委員会を設置したい。原発に頼らない社会を実現するために頑張ります」とのべました。

　三反園知事は先月２６日、いったん原発を止めて再点検するよう要請。７日に九州電力本社（福岡市）に出向き、瓜生社長に再度停止を要請していました。

　１号機は１０月に、２号機は１２月に定期検査のための運転停止が予定されています。

社説　沖縄ヘリパッド建設　政府の強硬姿勢は容認できない
愛媛新聞 2016年09月09日（金）
　政府が、沖縄県の東村と国頭村にまたがる国内最大規模の米軍専用施設「北部訓練場」のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設工事を再開して５０日がたった。現場周辺では連日、建設反対派の住民らと機動隊員が衝突。けが人や逮捕者が出ている。工事をいったん中断し、この異常事態を一刻も早く収拾させなければならない。 
　ヘリパッドは、人口約１５０人の高江集落を取り囲むように計画され、民家から最も近いところで約４００メートルしか離れていない。米軍は新型輸送機オスプレイを運用すると明らかにしており、騒音や事故の危険性への住民の不安は当然だ。対話することもなく工事を強行する政府の姿勢は到底容認できない。 
　日米両政府は今月、オスプレイの訓練を米領グアムなどで拡大させることに合意した。沖縄の基地負担軽減への取り組みをアピールし、普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設の理解を促す狙いがあるとみられるが、そもそも米軍が基地再編計画を進める中で、沖縄にヘリパッドを設置する必要があるのか。政府は見直しを働き掛けるなど、米側と基地縮小策を本気で交渉するべきだ。 
　ヘリパッド建設では、警察当局が全国から機動隊員数百人を投入し、座り込みを続ける住民や支援者を強制排除。建設資材を運び込むトラックを阻止しようした住民を数人の隊員が路上に倒して押さえ込むなど、反対派を力ずくでねじ伏せている。 
　８月２０日には、取材していた地元２紙の記者も排除された。琉球新報によると、記者は隊員に腕をつかまれ移動させられ、隊員の人垣の中に約１５分間閉じ込められた。会社の腕章を見せて取材中だと訴えたが、聞き入れられなかったという。沖縄タイムスの記者も同様に拘束された。民主主義の根幹をなす報道の自由を侵害する行為で断じて許されない。 
　ヘリパッドの建設は、日米政府が１９９６年に合意した。訓練場約７８００ヘクタールのうち約４千ヘクタールを返還する代わりに、返還区域にある六つのヘリパッドを残る区域に移設する条件。工事は２００７年から始まり、２カ所が完成。住民の反対で遅れていた残る４カ所の工事は、今夏の参院選直後に始まった。工事区域にはヤンバルクイナなど希少生物の生息域にもなる豊かな森林が含まれている。 
　政府は訓練場の土地返還で、基地負担の軽減になると主張する。だが地元紙によると、米軍は返す土地を「使用不能」と報告書に記しているという。「使えない」土地の代わりに、米軍の都合のよいように政府が新施設を建設すれば、負担軽減どころか、今後長期にわたり新たな負担を県民に押し付けるのは明白。住民の暮らしや自然環境への影響を無視した一方的で強引なやり方は、辺野古移設と同じ構図だ。不誠実でごまかしの策は通じないと肝に銘じ、沖縄の心情に真摯（しんし）に向き合うべきだ。
社説　県民投票２０年　民意表明の意義は不変だ

琉球新報2016年9月9日 06:02 
　県民の人権を脅かし続ける米軍基地と日米地位協定に対する沖縄の民意を表明した歴史的意義は不変であることを確認したい。
　在沖米軍基地の整理縮小と日米地位協定の見直しの是非を問うた１９９６年９月８日の県民投票から２０年がたった。投票率５９・５３％で、賛成票は８９・０９％だった。
　県民は投票によって、基地の整理縮小と地位協定の見直しを明確に求めたのである。前年に起きた少女乱暴事件に抗議する１０・２１県民大会で掲げた要求を再び突き付け、日米安保体制の根幹を揺さぶった。
　対米追従に終始し、沖縄への基地集中を当然視する日本政府への異議申し立ては、沖縄の将来を自ら決定するという「自己決定権」の行使であった。「日米安保のくびき」から脱しようという県民の願いを１票に託したのだ。
　しかし、投票で示された県民要求とは逆行する事態がこの２０年で進んでいる。辺野古新基地やヘリパッド建設の強行はその象徴だ。
　沖縄の基地負担軽減を標榜（ひょうぼう）したＳＡＣＯ（日米特別行動委員会）や在日米軍再編による基地施策は、沖縄の基地負担を軽減するものではない。辺野古新基地やヘリパッドは基地負担の移転にすぎず、投票で示された県民意思に合致しない。
　逆にＭＶ２２オスプレイの配備強行によって米軍普天間飛行場の基地機能は強化された。嘉手納基地に所属するＦ１５戦闘機の訓練移転は実施されたが、外来機の飛来で騒音は増加傾向にある。
　地位協定の改定も実現せず運用改善にとどまっている。米軍属女性暴行殺人事件を受け、日米両政府は地位協定上の軍属の適用対象を狭めることで合意したが、これも弥縫（びほう）策の域を出ない。
　米軍に絡む事件・事故から県民の生命・財産を守る上で、基地の整理縮小と地位協定見直しは最低レベルの要求だ。それが顧みられないことへの憤りと不信感が２０年でさらに蓄積されてきたのだ。
　そのことを政府は直視し、率直に反省すべきだ。県民投票で示された民意の延長上に、今日の辺野古新基地やヘリパッド建設への抵抗があることを忘れてはならない。
　県民投票は政府のみならず、安保条約を容認する国民全体に対しても、民主主義に照らして沖縄の基地負担を放置してよいのかを問うものであった。その意義を国民全体で改めて共有すべきだ。
社説　［県民投票２０年］今に続く政治の不作為

沖縄タイムス2016年9月9日 07:22

　米軍基地の整理・縮小と日米地位協定の見直しの賛否を問うた１９９６年の県民投票から２０年が過ぎた。投票率５９・５３％で賛成は８９・０９％。県民の圧倒的多数が、米軍基地集中の解消を求めている事実を国内外にはっきり示した。

　だが、今も米軍基地の整理・縮小は進まず、地位協定の改定は一度も実施されていないことに、２０年前の投票の効果を疑問視する声もある。それでも県民投票で示された結果が、それまで基地問題を「沖縄の問題」と片付けていた本土側の意識に風穴を開けたのは確かだ。

　当時の橋本龍太郎首相は、遊説先の青森県で「沖縄県民投票は、長い間、負担をいただいてきた皆さんのおしかりだ」と異例の言及。本土紙は相次いで「県民投票の結果を汲（く）み取るべきだ」とする社説を展開した。

　投票結果は、米国でも報じられた。ニューヨークタイムズ、ワシントンポスト、ボストングローブなど米主要紙は当時、「（県民の）メッセージははっきりしている」と特集を組んだほどだ。

　県民投票の結果が驚きをもって報じられた背景の一つには、投票実施までのハードルが高いことにある。投票条例案の作成、条例制定を議会に提案するための署名活動、議会での議決を経てようやく実現する。都道府県レベルでは、後にも先にも沖縄県民投票が唯一であることを鑑みれば、希少さと結果の重さが分かろうというものだ。

　投票結果に拘束力がない点をもって、県民投票の意義を過小評価する向きもある。だが法的な手続きを経て示された民意を、政治が軽んじて良いはずがない。

■　　　　■

　選挙で当選した議員が公約と異なる判断をすれば、世論の厳しい追及を受け、次の選挙で審判を受ける。県民投票も然（しか）り。問題は、民意を顧みない政治のあり方そのものにある。

　沖縄で２度目の県民投票の可能性が報じられた昨年、菅義偉官房長官が「政府としてとるべき道はしっかりとっていくことに変わりはない」と述べたのは記憶に新しい。民意を無視する安倍政権の姿勢に通じる。

　県民投票から２０年たっても変わらぬ基地負担の背景に、そんな政治の傲慢（ごうまん）な態度が影響していることは間違いない。「国策に有無を言わさない」という雰囲気の蔓延（まんえん）は、辺野古新基地建設や高江ヘリパッド建設を巡る政府の強硬姿勢につながっている。

■　　　　■

　その異様さは、中東の衛星テレビ「アルジャジーラ」取材班が、高江の抗議活動に「これだけの反対の中、建設を強行する光景は日本の他の場所では見たことがない。話し合いで解決できないものか」と驚いたことでも明らかだ。

　政府は、翁長雄志知事が求める話し合いをないがしろにし、訴訟を起こした。

　傲慢な政治が沖縄で通れば、その手法はいずれ他県にも及ぶだろう。

　国内で唯一の県民投票結果が踏みにじられてきた２０年は、硬直化したこの国の政治の危機的状況を示している。

社説　北朝鮮核実験　自らを窮地に導く暴挙
朝日新聞デジタル2016年9月10日（土）付
　断じて容認できない暴挙である。北朝鮮がきのう、核実験を強行した。ことし１月に続き、これで計５回目となる。
　北朝鮮の建国記念日に合わせたとされる。指導者の金正恩（キムジョンウン）氏は国内の求心力を高めるとともに、米国や韓国など国際社会に核保有国としての地位を認めさせたい狙いがあるのだろう。
　だが、それは大きな過ちだ。国力を核実験で誇示しようという異常な行動で、対外政策が有利に進められるわけがない。
　核とミサイルの連続実験は、かつてないほど地域の緊張感を高める恐れがある。朝鮮半島にもはや南北の平和的共存など望めないとの悲観論が高まれば、米韓との交渉も遠のく。金正恩政権は自ら成算のない道を突き進んでいることを悟るべきだ。
　日米韓の意向を受け、国連安保理は緊急会合を開く。できるだけ早く、効果のある制裁決議を採択し、国際社会としての意思を明示すべきである。
　３月にも安保理は制裁を決議し、これまでで最も厳しい内容とされていた。だが現実にはその後も北朝鮮の行動は悪化し、決議後だけで２０発以上のミサイルを撃ち続けている。
　ミサイルの能力は増し、今回の核爆発の規模は過去最大とみられている。日韓だけでなく、今や太平洋を隔てた米国にとっても明らかに現実の脅威だ。
　中国はこの情勢から目をそらすことなく、安保理での制裁強化に協力すべきである。
　北朝鮮の経済を支えているのは中国だ。３月の制裁後も中朝間の主な物流は大きく変化していないとの指摘があり、制裁の実効性が疑問視されてきた。
　このまま北朝鮮の暴走が続けば、周辺国が備えを強め、軍事バランスに変化がでるのも避けられまい。米韓のミサイル迎撃システムを批判するなら、中国はその原因をつくる北朝鮮への制裁に本腰を入れるべきだ。
　一方、日米韓も、この北朝鮮問題の悪化をどこかで食い止める方策を練らねばならない。
　北朝鮮を核保有国として認める選択肢はありえないが、現状のままでは大量破壊兵器の開発に時間を与えるだけになる。
　米オバマ政権はこれまで「戦略的な忍耐」とも呼ばれる姿勢をとり、北朝鮮との接触を拒んできた。だが、この膠着（こうちゃく）状態を打破するには新たなアプローチを検討すべきではないか。
　５月の朝鮮労働党大会で金氏は核保有を強調しつつ、米韓との対話も求めた。韓国政府には抵抗感が強いとみられるが、まずは核・ミサイル開発を凍結させる道を探る必要がある。
北朝鮮核実験　暴走する脅威に冷静対処せよ

読売新聞2016年09月10日 06時00分

　◆中国は国際包囲網強化に本腰を◆
　北朝鮮の核ミサイルの脅威が確実に増した。国際社会は結束し、金正恩政権の暴走を食い止めねばならない。

　北朝鮮が、建国記念日に当たる９日、５回目の核実験を実施した。国営メディアは、「核弾頭の威力判定のための核爆発実験を断行した」と伝えた。

　１月の核実験からわずか８か月である。同じ年に２回の実験を行ったのは初めてだ。金政権は一段と予測不能となり、更なる危険水域に入ったと言えよう。

　◆予測不能な金正恩政権◆
　度重なる国連安全保障理事会の決議は、北朝鮮の核実験を明確に禁じている。日米中や東南アジア諸国連合が参加する東アジア首脳会議も８日、北朝鮮の核実験や弾道ミサイルに対して「深刻な懸念」を表明したばかりだ。

　実験強行は、北朝鮮に核放棄を求める国際社会への露骨な挑戦であり、断じて容認できない。

　安倍首相が声明で「我が国に対する重大な脅威であり、地域の平和と安全を損なう」と厳しく非難したのは、当然である。

　今回の実験は、観測された地震のエネルギーから、過去最大規模だったと推定される。

　看過できないのは、北朝鮮が「戦略弾道ミサイルに装着できるように規格化された核弾頭の性能」を実験した、と吹聴したことだ。あえて「核弾頭」に言及することで、より実戦的な段階にあるとアピールしたいのだろう。

　北朝鮮は、「水爆実験」と称した１月の核実験後、計２１発もの弾道ミサイルの発射を繰り返してきた。稲田防衛相は「弾頭化の実現に至っている可能性も否定できない」との見方を示した。

　北朝鮮が核ミサイルの実戦配備を宣言し、日米韓を威迫する事態が現実化してもおかしくない。

　朝鮮労働党の金委員長は５月の党大会で、北朝鮮が「責任ある核保有国」だと言い放った。核実験やミサイル発射によって、「核保有国」としての地位を国際社会に認知させ、米国を平和協定交渉に引き出す狙いがあろう。

　◆制裁の抜本強化が重要◆
　北朝鮮では最近、駐英公使など外交官の亡命が相次ぎ、副首相を処刑していたことも判明した。

　経済低迷が続く中、金委員長は粛清による恐怖政治で体制を維持している。軍事的な「成果」を国威発揚と政権引き締めに利用しているのではないか。

　国際社会は、北朝鮮の身勝手な核保有の既成事実化を許してはならない。安保理非常任理事国である日本は、米国と共同歩調を取り、北朝鮮に対する制裁の抜本的な強化を目指すべきだろう。

　オバマ米大統領は安倍首相と電話会談し、「日米で緊密に連携し、韓国とも協力したい」と３か国の協調の重要性を強調した。米国の核抑止力に言及し、「日本の安全保障に対する米国の約束は揺るぎない」とも語った。

　来年１月までの任期中に、対北朝鮮制裁の強化と抑止力の向上に全力を挙げてもらいたい。

　◆日米韓の抑止力高めよ◆
　日本は、自衛隊と米軍の共同対処やミサイル防衛の拡充などによって、隙のない防衛態勢を構築することが急務である。

　韓国の朴槿恵大統領は、「核開発に固執する金政権の異常な無謀さが証明された」と述べ、北朝鮮の挑発を非難した。

　朴氏は、懸案の日本との軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の早期締結を決断し、日米韓の情報共有を進めねばなるまい。

　中国の役割も極めて大きい。

　３月に採択された安保理決議では、北朝鮮の石炭や鉄鉱石の禁輸に関して、民生用は除外されている。中朝の貿易額も一時減ったが、６月に増加に転じた。

　こうした抜け穴を着実に塞ぐことが、対北朝鮮制裁の実効性を高めることにつながろう。

　習近平国家主席は５月、朝鮮労働党幹部の訪中を受け入れた。幹部は核開発と経済再建の「並進路線」の続行を伝えたが、習氏は冷静な対応を求めるにとどめた。

　中国は、北朝鮮の体制を不安定にするような圧力を加えないばかりか、北朝鮮向け米最新鋭ミサイル防衛システムの在韓米軍への配備にもEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(しつよう),執拗)に反対してきた。

　こうした中国の融和姿勢が北朝鮮の今回の暴挙を誘発する一因となったことは否定できない。

　中国外務省は声明で、核実験を非難し、既存の安保理決議の順守を求めた。しかし、それだけでは十分ではあるまい。原油の供給中止や、北朝鮮労働者の受け入れ禁止など、より厳格かつ実質的な措置に踏み出す時ではないか。

社説 　北朝鮮核実験　国際包囲網もっと強く
毎日新聞2016年9月10日　東京朝刊
　日本の安全保障を揺るがす重大な事態が、またも北朝鮮によって引き起こされた。 
　北朝鮮がきのう、同国北東部の咸鏡北道（ハムギョンプクド）吉州（キルジュ）郡豊渓里（プンゲリ）で核実験を強行した。北朝鮮は「核弾頭の威力を判定するための核実験」に成功したと主張している。 
　２００６年以降、５回目になる。今年は１月に続いて２回目。１年に２回の核実験は初めてで、今回の爆発規模は過去最大とみられている。 
　北朝鮮は今年、中距離弾道ミサイルの「ノドン」や「ムスダン」、潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）など計２１発を発射してもいる。多くても年に数発だった昨年までとは比較にならないペースだ。 
一段と脅威は高まった 
　北朝鮮の脅威のレベルが一段と高まったと言わざるを得ない。日本としては、北朝鮮の核・ミサイル問題への対応の優先順位を引き上げなければならない。 
　北朝鮮の金正恩（キムジョンウン）朝鮮労働党委員長は、核弾頭の爆発実験と核弾頭を搭載できるミサイルの発射実験を早期に行うよう指示していた。北朝鮮の国営メディアが今年３月に報じた金委員長の指示が、相次ぐ核実験とミサイル発射につながっているとみられる。 
　北朝鮮が核実験を繰り返す中で焦点となってきたのは、ミサイルに搭載する核弾頭とするための小型化である。最終的な判断はまだできないが、開発が着々と進んでいることは確かだろう。 
　北朝鮮の核ミサイル保有は、周辺国すべての利益に反する。国際社会は結束し、悪夢が現実になることを防がなければならない。 
　しかし、国際社会が現実にできることは限られている。 
　北朝鮮に対しては既に、かつてないほど厳しい経済制裁が実施されている。日本や米国、韓国には効果的な制裁強化策はほとんど残っていない。中国は、北朝鮮の核開発には強く反対するものの、金正恩体制の崩壊までは望んでいない。 
　北朝鮮は、国際社会が手詰まり状態にあることを見透かしている。３回目の核実験までは中国や米国などに事前通告を行ったが、今年に入ってからは中国にすら事前通告しなくなったようだ。 
　金委員長は核開発にあたって、リビアのカダフィ政権を教訓として示唆している。カダフィ政権は米英との交渉で核開発を放棄したが、１１年に起きた内戦での欧米の武力介入によって崩壊に追い込まれた。 
　だから、北朝鮮としては核開発を放棄できないという理屈だ。この考えが変わらない限り、北朝鮮の核開発は止まらない。 
　北朝鮮の核開発が１９９０年代初めに大きな問題となった時、米国は北朝鮮への武力攻撃を真剣に検討した。北朝鮮の技術水準が初歩的なものにすぎなかった当時よりも、現在の方がはるかに深刻な状況である。私たちは、それをきちんと認識しているだろうか。 
　北朝鮮は既に、日本のほぼ全域を射程に収めるノドン・ミサイルを２００基以上も配備している。日本は北朝鮮の乱暴な行動によって最も大きな脅威を受ける国の一つである。日本は主体的に、国際包囲網を作る外交努力を進めていかなければならない。 
米中への働きかけ重要 
　特に、北朝鮮への影響力を持つ中国への働きかけは重要だ。中国には国際制裁にもっと積極的に同調するよう求めていきたい。 
　中国は、今年３月の国連安全保障理事会決議に基づく制裁を実施したものの、実際には北朝鮮との貿易にそれほど大きな影響が出ていないとみられている。地域の安定のため、中国に大国としての責任を果たしてもらうことが必要だ。 
　さらに重要なのは、米国への働きかけである。 
　北朝鮮は、核問題では米国だけを交渉相手とみなし、自らの体制の安全を保証するよう要求してきた。 
　一方でオバマ政権は、北朝鮮が態度を改めるまで対応しない「戦略的忍耐」という路線を取った。 
　国際社会を脅す国家に融和的な態度を見せ、安易な取引に応じるべきではない。その意味ではオバマ政権の対応は理解できるが、結果として北朝鮮の核開発を放置することになった面は否めない。 
　５回の核実験のうち４回が、オバマ政権になってから行われたのである。北朝鮮の行動がエスカレートすることを阻止する行動も必要だ。 
　北朝鮮は大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）の開発も進めている。１１月の選挙で選ばれる米国の次期大統領が政権にいる間に、北朝鮮のミサイルはさらに高度なものになると予想される。米国にとっても、自国の安全を脅かす問題となるはずだ。 
　日本は、利害を同じくする韓国と連携して、米国の次期政権が北朝鮮の問題に本腰を入れるよう強く求めていかなければならない。 
　北朝鮮の核開発を封じ込めることは、日本外交にとって最も大きな試練だ。日本は、米韓両国との連携を改めて固め、国際的な包囲網をさらに強固なものとすることに全力を傾けるべきである。 
社説　北朝鮮の体制を脅かすほどに強い制裁を 
日経新聞2016/9/10付
　何がなんでも核ミサイルを完成させるつもりなのだろう。北朝鮮は１月初めに続き、核実験を強行した。そんな彼らの暴走を止めるため、北朝鮮の体制を脅かすくらい強力な制裁の発動を真剣に検討すべき局面にきている。
　北朝鮮による核実験は2006年から５回目となる。韓国気象庁の分析によると、今回は１月の２倍にあたる爆発で、これまでの中で最大の規模だ。事実とすれば、強力な核爆弾が完成に近づいていることになる。
　さらに懸念されるのは、今回の実験について、北朝鮮が「核弾頭爆発実験」であると発表していることだ。ただの核爆弾ではなく、ミサイルに搭載できる核弾頭を完成させ、その威力を試したという意味だろう。
　北朝鮮の発表にはしばしば、他国への脅迫をねらった「はったり」が含まれており、額面通りに受け止めるわけにはいかない。
　だが、ミサイルに積める核弾頭を北朝鮮が本当に持っているとすれば、各国への脅威は、これまでとは比べものにならない次元に高まる。北朝鮮が核ミサイルを配備する日が近づいていることを意味するからだ。
　そうなれば、北朝鮮のミサイル射程内にある日本と韓国はもちろん、日韓に米兵を駐留させている米国にも安全保障上、極めて重大な事態になる。北朝鮮が核ミサイルを片手に暴走すれば、中国も深刻な影響を免れないだろう。
　では、どうすれば、北朝鮮の暴走を止められるのか。今回はっきりしたのは現在、彼らに科している程度の制裁では、全く効き目がないということだ。局面を打開するには、北朝鮮の後ろ盾である中国も動かし、いまよりも格段に重い制裁を発動するしかない。
　核兵器に固執する北朝鮮の金正恩（キム・ジョンウン）委員長の究極的な目標は、体制の存続にあるとされる。だとすれば、このまま核とミサイルの開発を続ければ、政権が崩壊してしまうと彼が感じるほど、重い制裁を浴びせる必要がある。
　まず大事なのが国連安全保障理事会の決定による制裁だが、これだけでは十分ではない。日米韓や欧州連合（ＥＵ）が結束し、各国独自の制裁もさらに強めなければならない。そのうえで、最大のカギをにぎる中国が北朝鮮への経済支援をやめるよう、中国への圧力も強めていくことが肝心だ。
産経新聞2016.9.10 05:03更新 
主張　北朝鮮の核実験　暴走阻む抑止力の強化を
　北朝鮮が５回目の核実験を実施した。「核弾頭の爆発実験に成功した」と主張しており、爆発規模も大きかった。
　金正恩朝鮮労働党委員長が指導する暴走国家による核・ミサイルの脅威が、より現実のものとして迫っている。そうした認識が不可欠である。
　国際的な圧力を高めることはもとより、日米韓として暴走を食い止める方策を急ぎ模索しなければならない。危機を回避するため、核戦力を含む抑止力の強化を話し合うべきだ。
　核実験は今年１月にも行われた。その後、北朝鮮は潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）を含む多様な弾道ミサイル発射も繰り返し、それらは日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）にも落下した。
　もとより、現行の核不拡散体制下で、北朝鮮の核保有は認められない。核兵器の運搬手段となる弾道ミサイル開発は、国連安全保障理事会決議で禁じられている。
　父・正日氏は、武力挑発で緊張を高め、対外交渉を有利に進める「瀬戸際戦術」を常套（じょうとう）手段としていた。最近の状況は、当時とは明らかに様相が異なる。核武装に突き進み、使用も辞さない姿勢を誇示していると見るべきだ。
　核実験は建国記念日に合わせて行った形だが、前日の東アジア首脳会議（ＥＡＳ）では北朝鮮に核・ミサイル計画の破棄を求める声明を出していた。金正恩委員長はまったく耳を貸さなかった。
　大きな懸念材料は、権力を世襲した年若い指導者である。
　５年前に権力の座についてから、一度の外国訪問もなく、外国要人ともほとんど会っていない。国内では後見役の側近を含め高官多数を粛清した。まともな国家運営ができているのか。
　いずれにせよ、「核保有国」を標榜（ひょうぼう）すれば米国などと渡りあう強国の地位を獲得できる、などという考えは愚かで、北朝鮮の将来への道を閉ざすものでしかない。
　安保理は速やかに、新たな制裁決議採択へと動くべきだ。確かな圧力をかける実効性のある措置が必要だ。３月の決議は北朝鮮からの鉱物資源輸入の原則禁止など厳しい内容だが、例外をなくすなどさらに強化する余地はある。
　日米韓それぞれが、可能な限りの追加措置を講じ、北朝鮮への資金や関連技術の流入を遮断すべきだ。制裁の抜け穴をなくすよう中国に促すことも重要である。
社説　北朝鮮が実験強行　核武装は断固許さない

東京新聞2016年9月10日

　北朝鮮が五回目の核実験を強行した。相次ぐミサイル発射と併せ、核の脅威が現実になりつつある。暴走を止めるには、国際社会の結束が急務だ。

　北朝鮮当局は「核爆発実験に成功した」との声明を発表し、「弾道ミサイルに装着できる」と強調した。米国をはじめとする敵対勢力の脅威と制裁に対する対応措置だと、実験の理由を主張した。

　これより前、北東部・豊渓里の核実験場近くで人工的な地震波が観測された。韓国国防省の推定では、爆発規模は過去四回と比べ最大の約十キロトンという。地下核実験のため判定は難しいが、爆発力を高め、核弾頭の小型化に近づいた可能性がある。

◆偶発的衝突を防がねば

　北朝鮮は核武装して、ハリネズミのような国をつくり、そのうえで、米国と対等な立場で交渉し、国家体制の保証を勝ち取りたい考えとみられる。

　国際社会は新たな核保有国を認めない。地域の安全保障の均衡が崩れ、周辺国も核を持とうとするドミノ現象を恐れるからだ。北朝鮮が自衛のためだと強弁しても、核武装は絶対に許されない。

　今年、核実験を二回強行し、飛距離や発射形式が異なるミサイルを計二十発以上も発射した。中距離弾道ミサイル「ノドン」は日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）に落下し、潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）については、日米韓とも事前の察知が非常に難しい。

　韓国が受ける脅威は深刻で、強い対応を求める声が広がっている。米韓海軍は近く、黄海で合同訓練を実施し、米軍機による偵察も強化する。

　軍事境界線付近では緊張が高まるだろう。米韓両軍は北朝鮮の挑発をけん制しながらも、偶発的な衝突に発展しないよう、冷静な対応をとるように望む。

　日本政府は海上でミサイル発射を察知し迎撃もできるイージス艦の保有を増やし、地対空誘導弾パトリオット（ＰＡＣ３）を、より高性能の機種に更新することも検討し始めた。

　しかし、防衛費は巨額になり、装備更新には時間がかかる。何よりも一国だけでは対応できない。現状では、米国、さらに韓国との連携強化にまず取り組むべきだろう。ミサイル関連の情報も含め、日韓が直接交換できる軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の締結を急ぐ必要がある。

◆恐怖政治で亡命相次ぐ

　北朝鮮の強硬路線は、国内の引き締めも狙ったものだ。金正恩・朝鮮労働党委員長が強い指導者だと訴えて、国内の求心力を高めようとしている。核実験をしたこの日は建国記念日だった。

　韓国統一省によれば、金正恩体制になってから、労働党や政府、軍高官の粛清、処刑が増えているという。駐英公使をはじめとする外交官や企業の海外駐在員ら、体制のエリート層の亡命が相次ぐ。韓国当局者は「恐怖政治が広がっている。北朝鮮にはもう未来がないと絶望して、亡命、脱北するようだ」と分析する。

　父、金正日総書記は核、ミサイル実験と外交を織り交ぜた「瀬戸際戦略」を展開したが、金正恩氏は軍拡路線だけに突き進む。国際社会は「予測できない」と不安視し、警戒を強めるばかりだ。

　国連安全保障理事会の決議に基づく制裁は徐々に、効果が表れている。北朝鮮は外貨獲得のために海外に労働者を派遣しているが、東南アジアや中東の一部の国が受け入れ条件を厳しくし、不正送金を監視している。

　北朝鮮は「核と経済発展の並進路線」を掲げるが、制裁により外貨収入が減れば、原油や原材料も十分調達できない。経済は足踏みし、体制も次第に弱体化していくと、国際社会は警告を続けたい。

　前日の八日には朝鮮労働党国際部の副部長が訪中したことが確認されており、核実験の事前通告だった可能性がある。だとすれば、最大の経済支援国である中国の意見も聞かなかったことになる。中国外務省は核実験に対し「断固として反対する」と強く批判する声明を出した。

◆中国の制裁強化がかぎ

　中国はミサイル発射に対しては「制裁自体を目的にしてはならない」と主張して、安保理の強い非難声明にも慎重論を唱えたが、核実験は「危険ライン」を越えたと受け止めよう。北朝鮮に対抗して米韓が高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ＝サード）配備を決めたが、中国はレーダーが自国にも届くと強く反発する。東アジア情勢はいっそう複雑になっている。

　安保理は新たな制裁決議の採択に動くとみられるが、中国は制裁強化に踏み込むべきだ。地域と世界の安定は、大国の責務であるはずだ。
しんぶん赤旗2016年9月10日(土)

主張　北朝鮮核実験強行　制裁の厳格実施と対話再開を

　北朝鮮は、同国の建国記念日の９日、５回目となる核実験を強行しました。核兵器禁止条約の交渉を来年中に開始するよう勧告した国連特別作業部会の報告など核兵器廃絶に向けた国際社会の新たな前進に対し、真っ向から挑戦するような暴挙に、断固抗議します。

　北朝鮮は１月にも核実験を強行したばかりです｡国際社会には､北朝鮮に核兵器の放棄を迫る一致した対応がいよいよ求められます。

東アジアの平和への脅威

　北朝鮮は自らの核兵器開発を、「自衛のための核抑止力」と正当化を図ってきました。今回は「核弾頭の威力を評価する実験」などとしています。しかし、核武装を強める道は、「軍事対軍事」の危険なエスカレートにつながり、北朝鮮の安全にとっても悪影響を与えるものです。経済・貿易関係の強い隣国の中国を含め、国際的な批判や警戒を高め、北朝鮮の孤立をもたらしているだけであり、この道に未来はありません。

　国連安保理が１月の核実験を受け３月に採択した決議２２７０は、北朝鮮金融機関の外国支店や口座の新たな開設の禁止、人道面で悪影響を与えない条件での航空燃料の北朝鮮への輸出禁止や北朝鮮からの石炭や鉄鉱石など鉱物の輸入制限を各国に義務付けました。そうした核兵器・ミサイル開発にかかわるヒト、モノ、カネの国際的な流れを断つため、北朝鮮を出入りするすべての貨物の検査も盛り込んでいます。

　国連のホームページによると、制裁の履行に関する報告書を制裁委員会に提出したのは五つの安保理常任理事国を含む４７にとどまっています。北朝鮮による今月５日のミサイル発射を非難した安保理の報道声明は、すべての国連加盟国に対し、制裁措置を「十分に実施するため努力を倍加する」「実施した具体的な措置を速やかに報告する」よう求め、制裁委員会に対しても、「実施を強化するため活動を強める」よう指示しました。この呼びかけにこたえた各国の行動が不可欠です。

　３月の安保理決議は、北朝鮮の核兵器開発の放棄をめざす６カ国協議の再開も呼びかけました。しかしこの半年、協議がないまま、北朝鮮の核実験、ミサイル発射が繰り返されています。そうした事態を転換させるため、北朝鮮を６カ国協議のテーブルに戻す政治的・外交的努力の抜本的な強化が急務となっています。

　２００５年９月の６カ国協議の共同声明は、北朝鮮の非核化、同国と米、日との国交正常化、北東アジアの平和・安全保障体制づくりなど、北朝鮮自身も合意した包括的な問題解決へのロードマップです。北朝鮮が６カ国協議の枠組みに復帰し、合意を誠実に履行することは、アジアの平和と安定に寄与するだけでなく、北朝鮮自身の安全と利益にもかないます。この共同声明について北朝鮮はこれまで、ののしることはあっても破棄はしていません。さまざまな口実で米国に協議を呼びかけており、対話も否定していません。

核武装強化の道許されぬ

　協議再開の条件について北朝鮮と米日韓の立場はへだたっていますが、困難はあっても平和的外交的解決の道を探ることが求められます。北朝鮮はこれ以上、核兵器とミサイルをもてあそぶのは、やめるべきです。

社説　民進党代表選　野党第１党の責任は
朝日新聞デジタル2016年9月10日（土）付
　野党の存在意義は何か。果たすべき役割とは何なのか。
　蓮舫、前原誠司、玉木雄一郎の３氏による民進党代表選を機に、野党について考えてみる。
　国会は自民党の１強が際だつ。安全保障関連法など対決法案で、野党は多数を握る与党にねじ伏せられ続けている。
　だが、与党の政策に反対する有権者はいる。その代弁者として与党に異議を唱える。このチェック機能が「争点の可視化」などと並ぶ野党の役割だと、北海道大の吉田徹教授は著書「『野党』論」で指摘する。
　７月の参院選で野党共闘が一定の成果をあげたのも、異議申し立てへの期待からだろう。
　もっとも、かつての社会党のように政権を狙わない「万年野党」なら、政権へのＮＯでよかったかもしれない。衆院への小選挙区制導入で、政権交代しやすい政治が実現したいま、野党第１党に求められるのは「政権の受け皿」づくりだ。
　与党が暴走したり、失敗したりすれば、いつでも代わって政権を担いうる野党がなければ、政治に緊張感は出てこない。
　では、どうするか。まず争点を明確に示すことだ。
　同一労働同一賃金など野党が唱えた政策を、自民党が取り込む例も目立つ。少子高齢化や財政難で、現実にとりうる政策の幅が広くはないことも事実だ。それでも「自民党の２軍」と見られない旗を鮮明に掲げたい。
　３氏は「人への投資」「消費増税分を教育へ」「５兆円のこども国債」などを訴える。これらをまとめて「国土強靱（きょうじん）化の自民」ＶＳ．「教育の民進」という対立軸を描いてもいい。
　業界や財界とのしがらみがある与党には手を伸ばせない民意をくみ上げることも、野党の役割だ。たとえば脱原発。原発維持の自民党には、民進党の「２０３０年代原発ゼロ」は取り込みえない政策である。支援を受ける電力労組を気遣って、民進党が主張を鈍らせるようでは、政権は遠のく。
　社会構造の変化にいち早く対応することも大事な視点だ。
　人々の価値観も生き方も多様化している。独り暮らしのお年寄りやひとり親世帯が増え、正社員と非正規労働者など社会の分断も深まっている。
　社会の変化に伴う新たな政治課題と向き合うためにも、ＮＰＯなど広範な市民活動との連携が重要だ。数で劣る国会での活動だけでは与党に勝てない、という現実もある。
　１５日に選ばれる新代表は、軽いフットワークでその先頭に立つことをめざしてほしい。
産経新聞2016.9.10 13:01更新 
【櫻井よしこ　美しき勁き国へ】自衛戦争さえ認めぬ男性３割、女性５割超…こんな状況で自衛隊が第１列島線を守り切ることができようか？
　戦後、日本の安全はアメリカが守ってきた。どこから見ても極めて奇妙な他国依存の安全保障環境を日本国民は空気のように当然視してきた。
　しかし、アメリカは中国の尋常ならざる軍拡に対応すべく国防戦略を根本的に見直している。結果、日本は核兵器を除く分野で国土防衛のほとんど全てを自力で行わなければならなくなっている。戦後初めての局面だ。
　この大変化に対応できなければ日本は生き残れないが、わが国はまだ対応できていない。これでどうして日本国と国民を守り切れるのか。政府中枢の、とりわけ国防の責任者は眠れぬ夜を過ごしているのではないかとさえ思う。
　戦後最大の危機である安全保障環境の変化に警告を発してきたのは日本戦略研究フォーラム政策提言委員で元陸上自衛隊西部方面総監の用田和仁氏らである。氏は米軍の前方展開を阻止するための中国のＡ２ＡＤ（接近阻止・領域拒否）戦略に対して、アメリカが後退し続けていると指摘する。
　従来の日本は、中国が第１列島線に進出するとき、いち早く米空母が来援し、米軍が対中国戦で主導権をとり、米軍が中国本土を叩くことを前提に作戦を立てていた。それが米戦略のエアシーバトル（ＡＳＢ）だと捉えていた。
　ＡＳＢはアメリカの核抑止力が有効であることを前提に、通常戦力による軍事バランスを維持して紛争を抑止し、長期戦で中国の国力を疲弊させ、終戦に導く戦略だ。
　一方、中国のそれはＳｈｏｒｔ　Ｓｈａｒｐ　Ｗａｒ、短期・高強度戦法と呼ばれる。核以外の全ての力を集中させて短期決戦の局地戦で勝つという考えだ。
　現在の米軍の作戦では、中国にミサイル発射の兆候が確認されれば、空母も海・空軍も第２列島線の東側に退き、眼前の敵には日本が立ち向かう構図である。
　であれば、日本の防衛の根本的見直しが必要なのは明らかだ。自衛隊は装備も隊員も圧倒的不足の中にある。加えて憲法も自衛隊法も専守防衛の精神にどっぷり浸り、自衛隊の行動も攻撃能力も厳しく制限されているではないか。
　アメリカは第１列島線防御を長期戦で考えるが、最前線に立つ第１列島線の構成国は日本、台湾、フィリピンだ。日本以外の２カ国はもとより、日本に、「長期戦」に耐える力などあるのか。
　週刊誌『ＡＥＲＡ』の世論調査では、自衛戦争も認めない日本人は男性で３割、女性で５割以上を占めていた。こんな状況で、厳しい制限下にある自衛隊が第１列島線を守り切ることなど不可能だ。そのとき、日本国は中国軍に押さえられる。悪夢が現実になるかもしれない局面が見えてきているいま、警鐘を乱打し、国民に危機を伝えることが政府の役割であろう。
　中国軍の下で日本が何をさせられるかについてはアジアの同朋の悲劇を思い起こすのがよい。かつてモンゴルを占領した中国はモンゴル軍にチベットを攻めさせた。日本をおさえた段階で、中国は自衛隊を中国の先兵として戦線に強制的に送り出すだろう。悲惨である。国防の危機を前にして戦わない選択肢はないのである。
　オバマ米政権も日本も手をこまねいた結果、中国は多くの分野で優位性を手にした。２０２０年の東京オリンピックまでに日中の軍事力の差は１対５に拡大する。孫子の兵法では速やかに戦って勝ち取るべき、中国圧倒的有利の状況が生まれてしまう。
　力をつけた中国が日本を核で恫喝することも十分考えられる。ミサイルなどを大量に撃ち込み、到底防御しきれない状況に日本を追い込む飽和攻撃も懸念されている。わが国の弾薬備蓄量の少なさを中国は十分に知っているため、日本の弾が尽きる頃合いを見てさらなる攻撃をかければ、日本は落ちると読んでいるだろう。
　一旦達成すればどの国も挑戦すらできない一大強国を出現させるのが人工知能とスーパーコンピューターによる「シンギュラリティ（特異点）」である。そこに中国があと数年で到達する可能性を、３期連続世界一の省エネスーパーコンピューターをつくった齋藤元章氏が警告する。
　シンギュラリティとは全人類の頭脳を合わせたのよりも優れた知能を１台のスーパーコンピューターが持つに至る事象を指す。中国が２０２０年までにそれを達成し、世界を支配するかもしれないというのだ。中国よりも早く、わが国がそこに立たなければならず、総力で挑むべき課題はここにもある。いま、国家としての日本の力があらゆる意味で試されているのだ。
　ただ、同盟国のアメリカが大統領選挙もあり機能停止に陥っている。２人の大統領候補はＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）反対の姿勢を明確にした。中国が係争の海にしたアジア太平洋のルールを、日米両国が先頭に立って確立すべきいま、よりによって米国がそのルールを放棄しようという。
　国際力学の再編は読みにくいが、日本の役割の重要性は明らかだ。日本の課題は、中国の脅威に侵食されない力と意志を持つことに尽きる。
　そのために、日本が直面する危険な状況をできる限りの情報公開で国民に伝えるのがよい。中国の攻撃力のすさまじい実相を共有できれば、国民は必ず賢く判断する。東シナ海の中間線上に中国が建設した海洋プラットホーム、東シナ海上空での中国戦闘機による自衛隊機への攻撃的異常接近、尖閣に押し寄せる海上民兵、日本が成すすべもなくなる飽和攻撃、対日核攻撃の可能性も含めて、危機情報を国民の目から隠すことは、国民の考える力をそぐことである。国民とともに考える状況を作らなければならない。
　そのうえで、誰よりも一番戦争を回避したいと念じている自衛隊制服組の声に耳を傾けよ。戦争回避のために必要だと、彼らが考える防衛装備と人員を整え、防衛予算を倍増する程の大規模改革を急ぐときだ。
　自民党の歴史的使命は、この大危機の前で、憲法前文と９条２項の改正が日本の運命を決することを国民に誠心誠意説くことであろう。
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